
市政一般質問や定例会の内容など、
もっと詳しく知りたい方は
大村市議会のホームページをご覧ください。
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　ここ数年、世界中を悩ませたコロナ禍が一段落し、市民の皆さまの生活もようやく元に戻り始めたのではないでしょうか。われ
われ議員もやっと視察や研修に自由に赴けるようになり、やりがいを感じながら、また皆さまの負託に応える責任の重さを感じな
がら、日々の政治活動にいそしんでいるところです。
　さて、世界はデジタル社会に突入し、あらゆる分野でデジタル化が図られていますが、同時にいかに情報を広く正確に伝える
かが求められています。現在、本市議会は、議会活性化特別委員会を設け、議会DX（デジタルトランスフォーメーション）導入に取
り組んでいます。皆さまにとって、もっともっと身近に感じられる議会、開かれた議会となるよう精進してまいります。（高濵 広司）

可読性の良い書体
を使用しています。

環境に配慮した植物油
インキを使用しています。

市内団体との市民と議会のつどい「語ってみゅーか」を開催！

市 議 会 だ よ り 編 集 後 記

表紙の写真は、裏見の滝自然花苑のシャクナゲです。
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今回の定例会は
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◉市政一般質問▶２１名の議員が登壇し、ライドシェアやしあわせ循環コミュニティ事業
　　　　　　　　 などについて議論
◉市政一般質問▶２１名の議員が登壇し、ライドシェアやしあわせ循環コミュニティ事業
　　　　　　　　 などについて議論

広報委員会 この広報紙は

　総務委員会が令和６年２月１３日に大村市交通安全
協会、厚生文教委員会が令和６年２月２日に大村市老人
クラブ連合会、経済建設委員会が令和６年２月２日に県
央農協中部地区青年部と、市民と議会のつどいを開催
しました。
　各団体との活発な意見交換を行い、多くのご意見・
ご要望を頂きました。頂いたご意見等は、今後の議会
活動の参考とさせていただきます。

● 委員長   水上  享     ● 副委員長  田中 秀和
● 委　員   久保 和幸　光山 千絵　高濵 広司　中村 仁飛　田中 博文
　　　　山口 弘宣　村上 秀明　　

　 　
　

総務委員会

厚生文教委員会経済建設委員会
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東
京
23
区
か
ら
移
住
し
て
き
た
方
に

移
住
支
援
金
を
給
付
し
ま
す

　
約
34
億
５
２
７
万
円
を
増
額
す
る
令
和

５
年
度
大
村
市
一
般
会
計
補
正
予
算（
第

11
号
）な
ど
７
件
の
補
正
予
算
を
可
決
し

ま
し
た
。

　
一
般
会
計
補
正
予
算
の
分
科
会
で
の
主

な
審
査
内
容
は
、
次
の
と
お
り
で
す
。

　
総
務
分
科
会

＊
移
住
・
定
住
促
進
事
業

（
概
要
）

　
過
度
な
東
京
圏
へ
の
一
極
集
中
の
是
正

お
よ
び
地
方
の
担
い
手
不
足
対
策
の
た

め
、
国
の
交
付
金
を
活
用
し
、
２
人
以
上

の
世
帯
に
１
０
０
万
円
、
単
身
世
帯
に
60

万
円
を
支
給
す
る
ほ
か
、
子
育
て
世
帯
加

算
と
し
て
18
歳
未
満
の
帯
同
者
１
人
当
た

り
１
０
０
万
円
を
支
給
す
る
も
の
。

（
審
査
内
容
）

　
対
象
者
の
在
住
地
を
東
京
23
区

だ
け
で
は
な
く
他
の
場
所
ま
で
拡

大
す
る
べ
き
で
あ
る
、
も
し
く
は
大
村
版

の
移
住
支
援
金
を
考
え
た
ほ
う
が
よ
い
の

で
は
な
い
か
。

　
国
の
制
度
が
東
京
23
区
へ
の
一

極
集
中
の
是
正
を
目
的
と
し
て
い

る
た
め
、
23
区
以
外
に
お
住
ま
い
の
方
は

対
象
外
と
な
っ
て
い
る
。
大
村
版
の
移
住

支
援
金
に
つ
い
て
は
、
い
ろ
い
ろ
な
施
策

の
中
で
ど
う
い
っ
た
も
の
が
有
効
な
の
か

検
討
し
て
い
き
た
い
と
考
え
て
い
る
。

＊
ス
ポ
ー
ツ
施
設
整
備
改
修
事
業
の
繰
越

明
許
費

（
概
要
）

　
新
た
な
プ
ー
ル
施
設
の
建
設
に
当
た

り
、
現
在
の
市
民
プ
ー
ル
お
よ
び
屋
内

プ
ー
ル
の
集
約
化
や
環
境
セ
ン
タ
ー
の
余

熱
利
用
を
前
提
と
し
た
整
備
の
検
討
な

ど
、
今
年
度
、
業
務
委
託
に
よ
り
策
定
を

予
定
し
て
い
た
基
本
構
想
に
つ
い
て
、
ス

ポ
ー
ツ
団
体
や
県
な
ど
の
関
係
機
関
と
の

協
議
に
時
間
を
要
し
、
年
度
内
で
の
策
定

が
見
込
め
な
い
こ
と
か
ら
、
基
本
構
想
の

策
定
費
用
を
翌
年
度
に
繰
り
越
す
も
の
。

（
審
査
内
容
）

　
今
後
の
ス
ポ
ー
ツ
コ
ン
ベ
ン
シ
ョ

ン
の
視
点
を
踏
ま
え
て
、
プ
ー
ル
の

規
模
に
つ
い
て
ど
の
よ
う
に
考
え
て
い
る
の

か
。

　
水
泳
連
盟
と
の
協
議
で
は
、『
50

メ
ー
ト
ル
の
プ
ー
ル
が
で
き
れ
ば

そ
れ
が
一
番
よ
い
が
、
コ
ス
ト
面
や
管
理

を
含
め
る
と
そ
こ
ま
で
は
望
ま
な
い
。
25

メ
ー
ト
ル
プ
ー
ル
で
も
公
認
が
取
れ
た
上

で
、
サ
ブ
と
し
て
の
歩
行
用
プ
ー
ル
、
観

客
席
を
造
る
こ
と
で
、
大
会
を
開
く
こ
と

は
で
き
る
』と
い
う
話
が
出
て
い
る
。
一

方
で
、
50
メ
ー
ト
ル
プ
ー
ル
に
す
る
こ
と

で
大
会
が
多
く
開
催
さ
れ
、
市
民
が
使
え

な
く
な
る
こ
と
は
避
け
て
ほ
し
い
と
の
意

見
も
あ
り
、
引
き
続
き
協
議
、
検
討
し
て

い
き
た
い
と
考
え
て
い
る
。

　
経
済
建
設
分
科
会

＊
ふ
る
さ
と
づ
く
り
寄
附
推
進
事
業

（
概
要
）

　
令
和
５
年
10
月
の
ふ
る
さ
と
納
税
制
度

の
改
正
と
厳
格
化
に
よ
る
駆
け
込
み
寄
付

や
寄
付
単
価
の
高
額
な
返
礼
品
件
数
の
増

加
な
ど
に
よ
り
、
寄
付
金
額
と
経
費
の
増

額
を
行
う
も
の
。

（
審
査
内
容
）

　
寄
付
金
額
の
増
加
を
見
込
ん
で

補
正
を
さ
れ
て
い
る
が
、
令
和
５

年
度
途
中
に
事
務
の
委
託
業
者
が
変
更
と

な
っ
た
こ
と
で
、
効
果
が
表
れ
た
も
の
な

の
か
。

　
令
和
５
年
10
月
中
旬
か
ら
現
在

の
業
者
へ
切
り
替
わ
っ
て
い
る
。

商
品
の
見
せ
方
や
開
発
、
新
規
事
業
者
へ

の
対
応
な
ど
を
行
っ
て
い
た
だ
き
、
事
業

者
や
商
品
数
が
増
加
し
て
い
る
も
の
の
、

ま
だ
半
年
で
あ
り
、
効
果
に
つ
い
て
は
１

年
間
を
通
し
た
状
況
に
よ
る
と
思
っ
て
い

る
。
今
後
さ
ら
に
商
品
数
な
ど
を
増
や
し

て
い
き
た
い
と
考
え
て
い
る
。

　
弾
力
的
か
つ
柔
軟
性
を
持
っ
た
組

織
づ
く
り
を
図
る
た
め
、
大
村
市
職

員
定
数
を
増
員
し
ま
す

　
大
村
市
職
員
定
数
条
例
の
一
部
を
改
正

す
る
条
例
な
ど
、
10
件
の
条
例
改
正
案
を

可
決
し
ま
し
た
。

　
委
員
会
で
の
主
な
審
査
内
容
は
、
次
の

と
お
り
で
す
。

　
総
務
委
員
会

＊
大
村
市
職
員
定
数
条
例
の
一
部
を
改
正

す
る
条
例

（
概
要
）

　
職
員
の
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
の

推
進
等
に
伴
い
、
弾
力
的
か
つ
柔
軟
性
を

持
っ
た
組
織
づ
く
り
を
図
る
た
め
、
育
児
休

業
の
取
得
促
進
等
や
、
業
務
拡
大
・
新
規
事

業
へ
の
対
応
の
た
め
職
員
定
数
を
増
員
す
る

も
の
。

（
審
査
内
容
）

　
増
員
分
の
職
員
は
早
急
に
配
置

し
な
い
と
い
け
な
い
の
か
。

　
業
務
拡
大
・
新
規
事
業
へ
の
対

応
の
た
め
の
11
人
に
つ
い
て
は
早

急
に
配
置
し
た
い
が
、
育
児
休
業
の
取
得

促
進
等
の
た
め
の
30
人
に
つ
い
て
は
令
和

７
年
度
か
ら
令
和
10
年
度
に
か
け
て
計
画

的
に
配
置
す
る
よ
う
考
え
て
い
る
。

　
厚
生
文
教
委
員
会

＊
大
村
市
病
院
事
業
の
設
置
等
に
関
す
る

条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例

（
概
要
）

　
大
村
市
民
病
院
の
紹
介
受
診
重
点
医
療

機
関
の
指
定
に
伴
い
、
紹
介
状
を
持
た
ず

に
受
診
し
た
場
合
の
初
診
お
よ
び
時
間
外

の
診
察
に
係
る
利
用
料
金
を
改
定
す
る
と

と
も
に
、
医
師
が
か
か
り
つ
け
医
を
紹
介

し
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
市
民
病
院
で
の

外
来
受
診
を
継
続
す
る『
再
診
』に
係
る
利

用
料
金
を
新
設
す
る
も
の
。

（
審
査
内
容
）

　
利
用
料
金
の
改
定
を
ど
の
よ
う

に
周
知
す
る
の
か
。

　
広
報
お
お
む
ら
へ
の
掲
載
と
併

せ
て
、
市
民
病
院
や
市
の
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
へ
の
掲
載
、
病
院
内
へ
の
文
書
の

掲
示
等
を
行
う
こ
と
と
し
て
い
る
が
、
他

に
も
効
果
的
な
周
知
方
法
が
な
い
か
、
市

民
病
院
と
協
議
し
て
い
き
た
い
と
考
え
て

い
る
。

＊
大
村
市
文
化
基
金
条
例
の
一
部
を
改
正

す
る
条
例

（
概
要
）

　
市
民
の
文
化
活
動
に
活
用
す
る
文
化
基

金
に
つ
い
て
、
基
金
の
一
部
を
処
分
す
る

こ
と
が
で
き
る
期
間
を
延
長
し
、
限
度
額

を
引
き
上
げ
る
も
の
。

（
審
査
内
容
）

　
令
和
５
年
度
末
の
基
金
残
高
が

約
３
，
０
０
０
万
円
で
、
令
和
６

年
度
以
降
３
年
間
の
取
り
崩
し
予
定
額
を

約
１
，６
０
０
万
円
と
見
込
ん
で
い
る
が
、

今
後
、
文
化
基
金
を
ど
の
よ
う
に
取
り
扱

う
の
か
。　

現
在
の
活
用
状
況
で
あ
れ
ば
、

５
年
ほ
ど
で
基
金
が
枯
渇
す
る
こ

と
に
な
る
の
で
、
今
後
、
基
金
を
積
み
増

し
た
い
と
考
え
て
い
る
。

　
４
件
の
陳
情
書
が
提
出
さ
れ
、
所
管

の
常
任
委
員
会
で
検
討
し
協
議
を
行
い

ま
し
た
。

●
年
金
制
度
に
お
け
る
外
国
人
へ
の
脱
退

一
時
金
の
是
正
を
求
め
る
意
見
書
の
採

択
を
求
め
る
陳
情

●
市
発
注
の
大
型
工
事
に
お
け
る
市
内
業

者
の
受
注
の
拡
大
に
つ
い
て
の
陳
情

●「
ラ
イ
ド
シ
ェ
ア
」と
称
す
る
白
タ
ク
行

為
に
関
す
る
陳
情

●
大
阪
・
関
西
万
博
の
中
止
を
求
め
る
陳

情

補
正
予
算

条
例

陳
情

Q

Q AA

Q

Q

A

QA

QA

A

3 月 定 例 会

　
令
和
５
年
度
の
補
正
予
算
の
ほ
か
、
令
和
６
年
度
の
一
般
・
特
別
・
企
業

会
計
当
初
予
算
、
条
例
改
正
、
副
市
長
の
選
任
な
ど
33
議
案
を
可
決
・
同
意

し
ま
し
た
。
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含
め
る
と
そ
こ
ま
で
は
望
ま
な
い
。
25

メ
ー
ト
ル
プ
ー
ル
で
も
公
認
が
取
れ
た
上

で
、
サ
ブ
と
し
て
の
歩
行
用
プ
ー
ル
、
観

客
席
を
造
る
こ
と
で
、
大
会
を
開
く
こ
と

は
で
き
る
』と
い
う
話
が
出
て
い
る
。
一

方
で
、
50
メ
ー
ト
ル
プ
ー
ル
に
す
る
こ
と

で
大
会
が
多
く
開
催
さ
れ
、
市
民
が
使
え

な
く
な
る
こ
と
は
避
け
て
ほ
し
い
と
の
意

見
も
あ
り
、
引
き
続
き
協
議
、
検
討
し
て

い
き
た
い
と
考
え
て
い
る
。

　
経
済
建
設
分
科
会

＊
ふ
る
さ
と
づ
く
り
寄
附
推
進
事
業

（
概
要
）

　
令
和
５
年
10
月
の
ふ
る
さ
と
納
税
制
度

の
改
正
と
厳
格
化
に
よ
る
駆
け
込
み
寄
付

や
寄
付
単
価
の
高
額
な
返
礼
品
件
数
の
増

加
な
ど
に
よ
り
、
寄
付
金
額
と
経
費
の
増

額
を
行
う
も
の
。

（
審
査
内
容
）

　
寄
付
金
額
の
増
加
を
見
込
ん
で

補
正
を
さ
れ
て
い
る
が
、
令
和
５

年
度
途
中
に
事
務
の
委
託
業
者
が
変
更
と

な
っ
た
こ
と
で
、
効
果
が
表
れ
た
も
の
な

の
か
。

　
令
和
５
年
10
月
中
旬
か
ら
現
在

の
業
者
へ
切
り
替
わ
っ
て
い
る
。

商
品
の
見
せ
方
や
開
発
、
新
規
事
業
者
へ

の
対
応
な
ど
を
行
っ
て
い
た
だ
き
、
事
業

者
や
商
品
数
が
増
加
し
て
い
る
も
の
の
、

ま
だ
半
年
で
あ
り
、
効
果
に
つ
い
て
は
１

年
間
を
通
し
た
状
況
に
よ
る
と
思
っ
て
い

る
。
今
後
さ
ら
に
商
品
数
な
ど
を
増
や
し

て
い
き
た
い
と
考
え
て
い
る
。

　
弾
力
的
か
つ
柔
軟
性
を
持
っ
た
組

織
づ
く
り
を
図
る
た
め
、
大
村
市
職

員
定
数
を
増
員
し
ま
す

　
大
村
市
職
員
定
数
条
例
の
一
部
を
改
正

す
る
条
例
な
ど
、
10
件
の
条
例
改
正
案
を

可
決
し
ま
し
た
。

　
委
員
会
で
の
主
な
審
査
内
容
は
、
次
の

と
お
り
で
す
。

　
総
務
委
員
会

＊
大
村
市
職
員
定
数
条
例
の
一
部
を
改
正

す
る
条
例

（
概
要
）

　
職
員
の
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
の

推
進
等
に
伴
い
、
弾
力
的
か
つ
柔
軟
性
を

持
っ
た
組
織
づ
く
り
を
図
る
た
め
、
育
児
休

業
の
取
得
促
進
等
や
、
業
務
拡
大
・
新
規
事

業
へ
の
対
応
の
た
め
職
員
定
数
を
増
員
す
る

も
の
。

（
審
査
内
容
）

　
増
員
分
の
職
員
は
早
急
に
配
置

し
な
い
と
い
け
な
い
の
か
。

　
業
務
拡
大
・
新
規
事
業
へ
の
対

応
の
た
め
の
11
人
に
つ
い
て
は
早

急
に
配
置
し
た
い
が
、
育
児
休
業
の
取
得

促
進
等
の
た
め
の
30
人
に
つ
い
て
は
令
和

７
年
度
か
ら
令
和
10
年
度
に
か
け
て
計
画

的
に
配
置
す
る
よ
う
考
え
て
い
る
。

　
厚
生
文
教
委
員
会

＊
大
村
市
病
院
事
業
の
設
置
等
に
関
す
る

条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例

（
概
要
）

　
大
村
市
民
病
院
の
紹
介
受
診
重
点
医
療

機
関
の
指
定
に
伴
い
、
紹
介
状
を
持
た
ず

に
受
診
し
た
場
合
の
初
診
お
よ
び
時
間
外

の
診
察
に
係
る
利
用
料
金
を
改
定
す
る
と

と
も
に
、
医
師
が
か
か
り
つ
け
医
を
紹
介

し
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
市
民
病
院
で
の

外
来
受
診
を
継
続
す
る『
再
診
』に
係
る
利

用
料
金
を
新
設
す
る
も
の
。

（
審
査
内
容
）

　
利
用
料
金
の
改
定
を
ど
の
よ
う

に
周
知
す
る
の
か
。

　
広
報
お
お
む
ら
へ
の
掲
載
と
併

せ
て
、
市
民
病
院
や
市
の
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
へ
の
掲
載
、
病
院
内
へ
の
文
書
の

掲
示
等
を
行
う
こ
と
と
し
て
い
る
が
、
他

に
も
効
果
的
な
周
知
方
法
が
な
い
か
、
市

民
病
院
と
協
議
し
て
い
き
た
い
と
考
え
て

い
る
。

＊
大
村
市
文
化
基
金
条
例
の
一
部
を
改
正

す
る
条
例

（
概
要
）

　
市
民
の
文
化
活
動
に
活
用
す
る
文
化
基

金
に
つ
い
て
、
基
金
の
一
部
を
処
分
す
る

こ
と
が
で
き
る
期
間
を
延
長
し
、
限
度
額

を
引
き
上
げ
る
も
の
。

（
審
査
内
容
）

　
令
和
５
年
度
末
の
基
金
残
高
が

約
３
，
０
０
０
万
円
で
、
令
和
６

年
度
以
降
３
年
間
の
取
り
崩
し
予
定
額
を

約
１
，６
０
０
万
円
と
見
込
ん
で
い
る
が
、

今
後
、
文
化
基
金
を
ど
の
よ
う
に
取
り
扱

う
の
か
。　

現
在
の
活
用
状
況
で
あ
れ
ば
、

５
年
ほ
ど
で
基
金
が
枯
渇
す
る
こ

と
に
な
る
の
で
、
今
後
、
基
金
を
積
み
増

し
た
い
と
考
え
て
い
る
。

　
４
件
の
陳
情
書
が
提
出
さ
れ
、
所
管

の
常
任
委
員
会
で
検
討
し
協
議
を
行
い

ま
し
た
。

●
年
金
制
度
に
お
け
る
外
国
人
へ
の
脱
退

一
時
金
の
是
正
を
求
め
る
意
見
書
の
採

択
を
求
め
る
陳
情

●
市
発
注
の
大
型
工
事
に
お
け
る
市
内
業

者
の
受
注
の
拡
大
に
つ
い
て
の
陳
情

●「
ラ
イ
ド
シ
ェ
ア
」と
称
す
る
白
タ
ク
行

為
に
関
す
る
陳
情

●
大
阪
・
関
西
万
博
の
中
止
を
求
め
る
陳

情

補
正
予
算

条
例

陳
情

Q

Q AA

Q

Q

A

QA

QA

A

3 月 定 例 会

　
令
和
５
年
度
の
補
正
予
算
の
ほ
か
、
令
和
６
年
度
の
一
般
・
特
別
・
企
業

会
計
当
初
予
算
、
条
例
改
正
、
副
市
長
の
選
任
な
ど
33
議
案
を
可
決
・
同
意

し
ま
し
た
。
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予算審査

議員からの 意見質疑
　
一
般
会
計
当
初
予
算
の
審
査
に
お

け
る
議
員
か
ら
の
主
な
質
疑
・
意
見

は
次
の
と
お
り
で
す
。

　
企
画
政
策
部

＊
し
あ
わ
せ
循
環
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

　事
業　

デ
ジ
タ
ル
地
域
通
貨
「
ゆ

で
ぴ
」
が
使
え
る
加
盟
店
舗

数
の
状
況
に
つ
い
て
尋
ね
る
。

　
２
月
末
時
点
で
98
店
舗
で

あ
る
。現
在
、事
業
者
に
対
し
、

よ
り
詳
細
に
説
明
を
行
っ
て
い
る
と

こ
ろ
で
あ
り
、
今
後
、
さ
ら
に
登
録

会
を
実
施
す
る
こ
と
で
加
盟
店
舗
数

を
増
や
し
て
い
き
た
い
。
ま
た
、
医

師
会
や
薬
剤
師
会
な
ど
に
対
し
て
も

説
明
を
行
い
、
幅
広
い
業
種
で
使
え

る
よ
う
動
い
て
い
き
た
い
。

　
総
務
部

＊
新
体
育
文
化
施
設
基
礎
調
査

事
業

　
令
和
６
年
夏
ご
ろ
に
は
外

部
の
懇
話
会
を
立
ち
上
げ
、

令
和
５
年
度
か
ら
行
っ
て
い
る
新
た

な
文
化
ホ
ー
ル
、
体
育
館
お
よ
び
武

道
館
の
整
備
に
向
け
た
基
礎
調
査
の

結
果
を
基
に
、
最
終
案
の
選
定
と
市

へ
答
申
を
行
い
、
最
終
的
な
施
設
整

備
の
方
向
性
を
決
定
す
る
と
の
こ
と

だ
が
、
現
時
点
で
３
施
設
全
て
を
整

備
す
る
と
確
定
し
て
い
る
の
か
。

　
ま
だ
何
も
決
ま
っ
て
い
な

い
。
こ
れ
ら
は
要
望
が
多
い

施
設
で
あ
る
と
認
識
し
て
お
り
、
建

設
地
や
コ
ス
ト
を
し
っ
か
り
調
査
し
、

整
備
す
る
か
ど
う
か
も
含
め
て
検
討

し
て
い
く
。

　
こ
ど
も
未
来
部

＊
フ
ァ
ミ
リ
ー
・
サ
ポ
ー
ト
・

　セ
ン
タ
ー
事
業

　
相
互
援
助
に
よ
る
子
育
て

力
の
向
上
と
、
安
心
し
て
子

育
て
が
で
き
る
環
境
の
整
備
を
図
る

た
め
、
乳
幼
児
や
小
学
生
の
預
か
り
、

送
迎
等
の
援
助
を
受
け
た
い
『
依
頼

会
員
』
と
、
援
助
を
行
い
た
い
『
提

供
会
員
』
と
の
マ
ッ
チ
ン
グ
を
行
う

と
さ
れ
て
い
る
が
、
事
業
を
実
施
す

る
中
で
発
生
し
た
ト
ラ
ブ
ル
へ
の
対

応
に
つ
い
て
ど
の
よ
う
に
想
定
し
て

い
る
の
か
。

　
提
供
会
員
が
事
前
に
セ
ン

タ
ー
へ
報
告
し
た
活
動
内
容

に
お
い
て
発
生
し
た
事
故
等
に
つ
い

て
は
、
市
が
加
入
す
る
保
険
で
対
応

で
き
る
が
、
会
員
間
の
ト
ラ
ブ
ル
に

つ
い
て
は
、
基
本
的
に
は
会
員
間
の

請
負
契
約
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
当
事

者
間
で
解
決
し
て
い
た
だ
く
こ
と
に

な
る
。
こ
の
点
、
こ
ど
も
セ
ン
タ
ー

に
配
置
す
る
『
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
』
が

連
絡
調
整
を
行
う
な
ど
、
で
き
る
限

り
の
サ
ポ
ー
ト
が
で
き
る
よ
う
制
度

設
計
を
し
た
い
。

　
産
業
振
興
部

＊
夏
越
ま
つ
り
開
催
事
業

　
夏
越
ま
つ
り
設
備
費
補
助

金
と
し
て
大
や
ぐ
ら
な
ど
の

更
新
費
用
に
係
る
助
成
費
が
計
上
さ

れ
て
い
る
が
、
ど
の
よ
う
な
経
緯
で

予
算
を
計
上
す
る
に
至
っ
た
の
か
。

　
市
も
一
緒
に
な
っ
て
夏
越

ま
つ
り
の
設
置
作
業
を
行
う

中
で
、
設
備
が
か
な
り
古
く
な
っ
て

い
る
状
況
は
確
認
し
て
い
た
。
昨
年
、

夏
越
ま
つ
り
終
了
後
に
、
実
行
委
員

会
か
ら
設
備
の
劣
化
に
関
す
る
相
談

を
受
け
、見
積
も
り
を
出
し
て
も
ら
っ

た
上
で
、
協
議
を
行
っ
て
き
た
。
設

備
は
、
製
作
さ
れ
て
か
ら
20
年
か
ら

30
年
ほ
ど
経
過
し
て
い
る
こ
と
に
加

え
、
雨
風
や
令
和
２
年
の
豪
雨
災
害

に
よ
る
浸
水
で
腐
食
や
劣
化
が
進
ん

で
い
る
。
こ
の
ま
ま
で
は
漏
電
や
火

災
の
リ
ス
ク
が
高
く
、
安
全
な
開
催

を
確
保
す
る
た
め
に
は
更
新
が
必
要

で
あ
る
こ
と
や
、
更
新
期
間
に
３
カ

月
を
要
す
る
こ
と
か
ら
、
当
初
予
算

に
計
上
し
た
。
更
新
費
用
の
総
額
は

約
２
，
７
７
０
万
円
で
あ
る
が
、
費

用
に
つ
い
て
は
、
夏
越
ま
つ
り
協
賛

会
も
基
金
を
取
り
崩
す
な
ど
２
７
０

万
円
程
度
は
工
面
さ
れ
る
と
い
う
こ

と
で
、
残
り
の
２
，
５
０
０
万
円
に

つ
い
て
助
成
を
行
う
も
の
で
あ
る
。

QA

QQ

Q

A

A

A

　令和６年度の一般会計当初予算を可
決したほか、４件の特別会計、６件の
企業会計当初予算を可決しました。

令和６年度 一般会計当初予算　507億6,000万円

第5次総合計画に掲げる基本目標に基づく施策

人を育むまち1
・教育・保育施設給付事業
・小・中学校施設長寿命化計画
　推進事業

など などなど

など などなど

安全・安心なまち3
・地域防災推進事業
・通学路安全対策事業

持続可能な行財政運営
と市民協働の推進

6
・市庁舎建設事業
・しあわせ循環コミュニティ事業

機能的で環境と
調和したまち

5
・新幹線新大村駅周辺整備事業
・カーボンニュートラル促進事業

健康でいきいきと
暮らせるまち

2
・体育文化センター設備改修事業
・帯状疱疹ワクチン予防接種費用
　助成事業

活力に満ちた
産業のまち

4
・大村地区漁港施設整備事業
・野岳湖公園リニューアル事業

歳　入
507億
6,000万円

歳　出
507億
6,000万円

  市債  6.3%
32億970万円

市税  25.1%
127億5,431万円
市税  25.1%
127億5,431万円

繰入金  11.6%
59億6,411万円
繰入金  11.6%
59億6,411万円

その他収入  6.6%
32億7,993万円
その他収入  6.6%
32億7,993万円

地方交付税  12.6%
64億円
地方交付税  12.6%
64億円

譲与税・交付金  7.1%
35億8,227万円
譲与税・交付金  7.1%
35億8,227万円

国・県支出金  30.7%
155億6,968万円
国・県支出金  30.7%
155億6,968万円

人件費  12.8%
64億9,668万円
人件費  12.8%
64億9,668万円

扶助費  31.7%
160億8,984万円
扶助費  31.7%
160億8,984万円

公債費  6.6%
33億4,097万円
公債費  6.6%
33億4,097万円

投資的経費  15.5%
79億352万円
投資的経費  15.5%
79億352万円

物件費  11.8%
59億6,605万円
物件費  11.8%
59億6,605万円

補助費等  10.5%
53億5,983万円
補助費等  10.5%
53億5,983万円

繰出金  7.0%
35億5,912万円
繰出金  7.0%
35億5,912万円

その他 4.1%
20億4,399万円
その他 4.1%
20億4,399万円

予 算 審 査令和6年度

前年度比6.3%（30億1,000万円）増



5 市議会だよりおおむら 4市議会だよりおおむら

予算審査

議員からの 意見質疑
　
一
般
会
計
当
初
予
算
の
審
査
に
お

け
る
議
員
か
ら
の
主
な
質
疑
・
意
見

は
次
の
と
お
り
で
す
。

　
企
画
政
策
部

＊
し
あ
わ
せ
循
環
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

　事
業　

デ
ジ
タ
ル
地
域
通
貨
「
ゆ

で
ぴ
」
が
使
え
る
加
盟
店
舗

数
の
状
況
に
つ
い
て
尋
ね
る
。

　
２
月
末
時
点
で
98
店
舗
で

あ
る
。現
在
、事
業
者
に
対
し
、

よ
り
詳
細
に
説
明
を
行
っ
て
い
る
と

こ
ろ
で
あ
り
、
今
後
、
さ
ら
に
登
録

会
を
実
施
す
る
こ
と
で
加
盟
店
舗
数

を
増
や
し
て
い
き
た
い
。
ま
た
、
医

師
会
や
薬
剤
師
会
な
ど
に
対
し
て
も

説
明
を
行
い
、
幅
広
い
業
種
で
使
え

る
よ
う
動
い
て
い
き
た
い
。

　
総
務
部

＊
新
体
育
文
化
施
設
基
礎
調
査

事
業

　
令
和
６
年
夏
ご
ろ
に
は
外

部
の
懇
話
会
を
立
ち
上
げ
、

令
和
５
年
度
か
ら
行
っ
て
い
る
新
た

な
文
化
ホ
ー
ル
、
体
育
館
お
よ
び
武

道
館
の
整
備
に
向
け
た
基
礎
調
査
の

結
果
を
基
に
、
最
終
案
の
選
定
と
市

へ
答
申
を
行
い
、
最
終
的
な
施
設
整

備
の
方
向
性
を
決
定
す
る
と
の
こ
と

だ
が
、
現
時
点
で
３
施
設
全
て
を
整

備
す
る
と
確
定
し
て
い
る
の
か
。

　
ま
だ
何
も
決
ま
っ
て
い
な

い
。
こ
れ
ら
は
要
望
が
多
い

施
設
で
あ
る
と
認
識
し
て
お
り
、
建

設
地
や
コ
ス
ト
を
し
っ
か
り
調
査
し
、

整
備
す
る
か
ど
う
か
も
含
め
て
検
討

し
て
い
く
。

　
こ
ど
も
未
来
部

＊
フ
ァ
ミ
リ
ー
・
サ
ポ
ー
ト
・

　セ
ン
タ
ー
事
業

　
相
互
援
助
に
よ
る
子
育
て

力
の
向
上
と
、
安
心
し
て
子

育
て
が
で
き
る
環
境
の
整
備
を
図
る

た
め
、
乳
幼
児
や
小
学
生
の
預
か
り
、

送
迎
等
の
援
助
を
受
け
た
い
『
依
頼

会
員
』
と
、
援
助
を
行
い
た
い
『
提

供
会
員
』
と
の
マ
ッ
チ
ン
グ
を
行
う

と
さ
れ
て
い
る
が
、
事
業
を
実
施
す

る
中
で
発
生
し
た
ト
ラ
ブ
ル
へ
の
対

応
に
つ
い
て
ど
の
よ
う
に
想
定
し
て

い
る
の
か
。

　
提
供
会
員
が
事
前
に
セ
ン

タ
ー
へ
報
告
し
た
活
動
内
容

に
お
い
て
発
生
し
た
事
故
等
に
つ
い

て
は
、
市
が
加
入
す
る
保
険
で
対
応

で
き
る
が
、
会
員
間
の
ト
ラ
ブ
ル
に

つ
い
て
は
、
基
本
的
に
は
会
員
間
の

請
負
契
約
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
当
事

者
間
で
解
決
し
て
い
た
だ
く
こ
と
に

な
る
。
こ
の
点
、
こ
ど
も
セ
ン
タ
ー

に
配
置
す
る
『
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
』
が

連
絡
調
整
を
行
う
な
ど
、
で
き
る
限

り
の
サ
ポ
ー
ト
が
で
き
る
よ
う
制
度

設
計
を
し
た
い
。

　
産
業
振
興
部

＊
夏
越
ま
つ
り
開
催
事
業

　
夏
越
ま
つ
り
設
備
費
補
助

金
と
し
て
大
や
ぐ
ら
な
ど
の

更
新
費
用
に
係
る
助
成
費
が
計
上
さ

れ
て
い
る
が
、
ど
の
よ
う
な
経
緯
で

予
算
を
計
上
す
る
に
至
っ
た
の
か
。

　
市
も
一
緒
に
な
っ
て
夏
越

ま
つ
り
の
設
置
作
業
を
行
う

中
で
、
設
備
が
か
な
り
古
く
な
っ
て

い
る
状
況
は
確
認
し
て
い
た
。
昨
年
、

夏
越
ま
つ
り
終
了
後
に
、
実
行
委
員

会
か
ら
設
備
の
劣
化
に
関
す
る
相
談

を
受
け
、見
積
も
り
を
出
し
て
も
ら
っ

た
上
で
、
協
議
を
行
っ
て
き
た
。
設

備
は
、
製
作
さ
れ
て
か
ら
20
年
か
ら

30
年
ほ
ど
経
過
し
て
い
る
こ
と
に
加

え
、
雨
風
や
令
和
２
年
の
豪
雨
災
害

に
よ
る
浸
水
で
腐
食
や
劣
化
が
進
ん

で
い
る
。
こ
の
ま
ま
で
は
漏
電
や
火

災
の
リ
ス
ク
が
高
く
、
安
全
な
開
催

を
確
保
す
る
た
め
に
は
更
新
が
必
要

で
あ
る
こ
と
や
、
更
新
期
間
に
３
カ

月
を
要
す
る
こ
と
か
ら
、
当
初
予
算

に
計
上
し
た
。
更
新
費
用
の
総
額
は

約
２
，
７
７
０
万
円
で
あ
る
が
、
費

用
に
つ
い
て
は
、
夏
越
ま
つ
り
協
賛

会
も
基
金
を
取
り
崩
す
な
ど
２
７
０

万
円
程
度
は
工
面
さ
れ
る
と
い
う
こ

と
で
、
残
り
の
２
，
５
０
０
万
円
に

つ
い
て
助
成
を
行
う
も
の
で
あ
る
。

QA

QQ

Q

A

A

A

　令和６年度の一般会計当初予算を可
決したほか、４件の特別会計、６件の
企業会計当初予算を可決しました。

令和６年度 一般会計当初予算　507億6,000万円

第5次総合計画に掲げる基本目標に基づく施策

人を育むまち1
・教育・保育施設給付事業
・小・中学校施設長寿命化計画
　推進事業

など などなど

など などなど

安全・安心なまち3
・地域防災推進事業
・通学路安全対策事業

持続可能な行財政運営
と市民協働の推進

6
・市庁舎建設事業
・しあわせ循環コミュニティ事業

機能的で環境と
調和したまち

5
・新幹線新大村駅周辺整備事業
・カーボンニュートラル促進事業

健康でいきいきと
暮らせるまち

2
・体育文化センター設備改修事業
・帯状疱疹ワクチン予防接種費用
　助成事業

活力に満ちた
産業のまち

4
・大村地区漁港施設整備事業
・野岳湖公園リニューアル事業

歳　入
507億
6,000万円

歳　出
507億
6,000万円

  市債  6.3%
32億970万円

市税  25.1%
127億5,431万円
市税  25.1%
127億5,431万円

繰入金  11.6%
59億6,411万円
繰入金  11.6%
59億6,411万円

その他収入  6.6%
32億7,993万円
その他収入  6.6%
32億7,993万円

地方交付税  12.6%
64億円
地方交付税  12.6%
64億円

譲与税・交付金  7.1%
35億8,227万円
譲与税・交付金  7.1%
35億8,227万円

国・県支出金  30.7%
155億6,968万円
国・県支出金  30.7%
155億6,968万円

人件費  12.8%
64億9,668万円
人件費  12.8%
64億9,668万円

扶助費  31.7%
160億8,984万円
扶助費  31.7%
160億8,984万円

公債費  6.6%
33億4,097万円
公債費  6.6%
33億4,097万円

投資的経費  15.5%
79億352万円
投資的経費  15.5%
79億352万円

物件費  11.8%
59億6,605万円
物件費  11.8%
59億6,605万円

補助費等  10.5%
53億5,983万円
補助費等  10.5%
53億5,983万円

繰出金  7.0%
35億5,912万円
繰出金  7.0%
35億5,912万円

その他 4.1%
20億4,399万円
その他 4.1%
20億4,399万円

予 算 審 査令和6年度

前年度比6.3%（30億1,000万円）増



7 市議会だよりおおむら 6市議会だよりおおむら

賛否が分かれた議案と審議結果

議員別賛否一覧表　（〇は賛成　×は反対　城幸太郎議長は採決に加わらない）

　１月３０日、２月１日に開催された臨時会において、国の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活
用した住民税均等割のみ課税世帯臨時特別給付金支給事業や住民税非課税等子育て世帯臨時特別給付金
支給事業を計上した令和５年度一般会計補正予算案が上程され、本会議において全会一致で可決しました。
厚生文教分科会での主な質疑は次のとおりです。

　住民税均等割のみ課税世帯臨時特別給付金支給事業

住民税均等割のみ課税世帯へ１世帯当たり７万円を給付するもの

　前回、３万円の給付金支給事業を実施した際に、未受給だった世帯に対しては、前回の給付金と
合わせて１０万円を支給することになるのか。

　前回の給付金については申請期限を令和５年１０月末までとしており、期限までに申請がなかった対
象世帯については、７万円を支給するよう考えている。ただし、同様の支給事業を実施しなかった自
治体から転入した世帯については、以前の住所地の状況を確認した上で、１０万円を支給するよう考
えている。

　大村市議会では、本市の特色ある事業や取り組みについて、全国各地の議会からの行政視察
の受け入れを行っています。
　１月から３月までの受け入れ状況は、下記のとおりです。（令和６年３月３１日現在）

１  月  臨  時  会

概要

Ｑ

A

主な討論

　「おむすび。」は、一人で悩んでいる人、誰に
相談すればいいのかも分からない人、あるい

はもっと便利な方法があると助かるのにと思っている
人にとっては、非常に有効なシステムだと思う。スマホ
を持っていない、使いこなせない方をどうするのか、あ
るいは高齢者をどうやってカバーしていくのかという
意見もあるが、カバーは今でも行っていることである。
この事業の対象者は、核家族化が圧倒的に進む中での
子育て世代の方々ではないか。また、さらにさまざまな
行政サービスをひもづけて配信することができるよう
になると考える。
　「ゆでぴ」は、キャッシュレス時代になっていく中で、地域
通貨としてこの町の経済を活性化させる一助となるもの
だと思う。加盟店も委員会の議案説明時（2月末時点98
店舗）から倍増しており、現在170店舗と聞いている。利
用開始前としては、当初目標の600店舗に向けて、着実
にこの事業への理解が得られているものと感じている。
　また、注目すべきは、株式会社ＣＯＮＮＥＣＴとの官民
連携型の事業となっていることである。行政が取り組
むべき事業に加え、民間ならではのノウハウと企業が
持つ媒体を使っての取り組みは、質の高い相乗効果を
発揮できるものと考えている。
　以上の理由により、本予算に賛成する。

　本予算案に含まれているしあわせ循環コミュニ
ティ事業について、マイナンバーカードを活用し

た助け合いアプリ「おむすび。」と地域通貨「ゆでぴ」を実施
する予算が計上されている。
　あらゆる立場の人々がつながり、支え合う全市民参加型
のしあわせ循環コミュニティの実現を図るとの説明がされ
ているが、この事業を利用するには、スマホとマイナンバー
カードを持っていることが大前提となっており、サービスの
公平性が担保されていない。
　また、国によるマイナンバーカードを巡るひもづけの誤り
や各地で発生している大量の個人情報流出などの問題も
完全に解決したわけではなく、市民からもマイナンバー
カードの利用に対する不安の声がある。
　デジタル技術は急速に、そして大規模に発達し、広く
普及している。その活用が市民生活の利便性に大きくつ
ながることは否定できない。同時にマイナンバーカード
に関しては、先ほど述べたような課題が解決されておら
ず、誰のためのデジタル化なのかという疑問が突きつけ
られている。
　国は国民の不安感やこれらの疑問を置き去りに、さらな
るデジタル化を推し進めようとしており、マイナンバーカー
ドを活用した事業を推進することには賛成することはでき
ない。以上の理由により、本予算には反対である。

賛成 反対

第１９号議案　令和６年度大村市一般会計予算

他の議会からの行政視察受け入れ一覧

議案番号 件　　　　名 議決結果

第１９号議案 令和６年度大村市一般会計予算 原案可決

第22号議案 令和６年度大村市後期高齢者医療事業特別会計予算 原案可決

月　日 議　会　名 委員会・会派名 人数 内　　　容

1月12日 愛知県岡崎市議会 無所属 1人 こども未来館「おむらんど」について

1月16日 神奈川県川崎市議会 文教委員会 1人 大村市歴史資料館について

1月17日 埼玉県越谷市議会 公明党越谷市議団 6人 しあわせ循環コミュニティ事業について

1月18日 滋賀県草津市議会 草政会 13人 ミライｏｎ図書館について

1月23日 大阪府柏原市議会 自由民主党・無所属の会 5人 ミライon図書館について

2月2日 広島県府中町議会 府中町議会議員有志グループ 2人 消化ガス発電事業の内容について

2月6日 福岡県みやま市議会 総務常任委員会 6人 人口増加、定住促進へ向けた具体的な
取り組みについて

2月15日 大阪府泉佐野市議会 公明党泉佐野市会議員団 4人 ミライon図書館の運営状況について

3月26日 神奈川県議会 立憲民主党神奈川県議会議員団 5人 しあわせ循環コミュニティ事業について
ヤングケアラー支援について

会派名 進風おおむら みらいの風 誠和会 知音会 公明
党 無会派 田　

中　
博　
文

）
長
議
副
（

城

　
　
　

郎
太
幸

議
（
　

）
長

賛

　
　

成

反

　
　

対

議員名

議案番号

髙　
見　
龍　
也

久　
保　
和　
幸

高　
濵　
広　
司

堀　
内

　
　
　

学

中　
崎　
秀　
紀

村　
崎　
浩　
史

南　
波　
伸　
孝

光　
山　
千　
絵

晦　
日　
房　
和

松　
尾　
祥　
秀

朝　
長　
英　
美

村　
上　
秀　
明

入　
江　
詩　
子

田　
中　
秀　
和

小　
林　
史　
政

山　
口　
弘　
宣

里　
脇　
清　
隆

水　
上

　
　
　

享

森
閑
古

　
秀　
幸

永　
尾　
髙　
宣

竹　
森

　
　
　

学

永　
山　
真　
美

中　
村　
仁　
飛

第１９号議案 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ 23 1

第22号議案 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ 23 1



7 市議会だよりおおむら 6市議会だよりおおむら

賛否が分かれた議案と審議結果

議員別賛否一覧表　（〇は賛成　×は反対　城幸太郎議長は採決に加わらない）

　１月３０日、２月１日に開催された臨時会において、国の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活
用した住民税均等割のみ課税世帯臨時特別給付金支給事業や住民税非課税等子育て世帯臨時特別給付金
支給事業を計上した令和５年度一般会計補正予算案が上程され、本会議において全会一致で可決しました。
厚生文教分科会での主な質疑は次のとおりです。

　住民税均等割のみ課税世帯臨時特別給付金支給事業

住民税均等割のみ課税世帯へ１世帯当たり７万円を給付するもの

　前回、３万円の給付金支給事業を実施した際に、未受給だった世帯に対しては、前回の給付金と
合わせて１０万円を支給することになるのか。

　前回の給付金については申請期限を令和５年１０月末までとしており、期限までに申請がなかった対
象世帯については、７万円を支給するよう考えている。ただし、同様の支給事業を実施しなかった自
治体から転入した世帯については、以前の住所地の状況を確認した上で、１０万円を支給するよう考
えている。

　大村市議会では、本市の特色ある事業や取り組みについて、全国各地の議会からの行政視察
の受け入れを行っています。
　１月から３月までの受け入れ状況は、下記のとおりです。（令和６年３月３１日現在）

１  月  臨  時  会

概要

Ｑ

A

主な討論

　「おむすび。」は、一人で悩んでいる人、誰に
相談すればいいのかも分からない人、あるい

はもっと便利な方法があると助かるのにと思っている
人にとっては、非常に有効なシステムだと思う。スマホ
を持っていない、使いこなせない方をどうするのか、あ
るいは高齢者をどうやってカバーしていくのかという
意見もあるが、カバーは今でも行っていることである。
この事業の対象者は、核家族化が圧倒的に進む中での
子育て世代の方々ではないか。また、さらにさまざまな
行政サービスをひもづけて配信することができるよう
になると考える。
　「ゆでぴ」は、キャッシュレス時代になっていく中で、地域
通貨としてこの町の経済を活性化させる一助となるもの
だと思う。加盟店も委員会の議案説明時（2月末時点98
店舗）から倍増しており、現在170店舗と聞いている。利
用開始前としては、当初目標の600店舗に向けて、着実
にこの事業への理解が得られているものと感じている。
　また、注目すべきは、株式会社ＣＯＮＮＥＣＴとの官民
連携型の事業となっていることである。行政が取り組
むべき事業に加え、民間ならではのノウハウと企業が
持つ媒体を使っての取り組みは、質の高い相乗効果を
発揮できるものと考えている。
　以上の理由により、本予算に賛成する。

　本予算案に含まれているしあわせ循環コミュニ
ティ事業について、マイナンバーカードを活用し

た助け合いアプリ「おむすび。」と地域通貨「ゆでぴ」を実施
する予算が計上されている。
　あらゆる立場の人々がつながり、支え合う全市民参加型
のしあわせ循環コミュニティの実現を図るとの説明がされ
ているが、この事業を利用するには、スマホとマイナンバー
カードを持っていることが大前提となっており、サービスの
公平性が担保されていない。
　また、国によるマイナンバーカードを巡るひもづけの誤り
や各地で発生している大量の個人情報流出などの問題も
完全に解決したわけではなく、市民からもマイナンバー
カードの利用に対する不安の声がある。
　デジタル技術は急速に、そして大規模に発達し、広く
普及している。その活用が市民生活の利便性に大きくつ
ながることは否定できない。同時にマイナンバーカード
に関しては、先ほど述べたような課題が解決されておら
ず、誰のためのデジタル化なのかという疑問が突きつけ
られている。
　国は国民の不安感やこれらの疑問を置き去りに、さらな
るデジタル化を推し進めようとしており、マイナンバーカー
ドを活用した事業を推進することには賛成することはでき
ない。以上の理由により、本予算には反対である。

賛成 反対

第１９号議案　令和６年度大村市一般会計予算

他の議会からの行政視察受け入れ一覧

議案番号 件　　　　名 議決結果

第１９号議案 令和６年度大村市一般会計予算 原案可決

第22号議案 令和６年度大村市後期高齢者医療事業特別会計予算 原案可決

月　日 議　会　名 委員会・会派名 人数 内　　　容

1月12日 愛知県岡崎市議会 無所属 1人 こども未来館「おむらんど」について

1月16日 神奈川県川崎市議会 文教委員会 1人 大村市歴史資料館について

1月17日 埼玉県越谷市議会 公明党越谷市議団 6人 しあわせ循環コミュニティ事業について

1月18日 滋賀県草津市議会 草政会 13人 ミライｏｎ図書館について

1月23日 大阪府柏原市議会 自由民主党・無所属の会 5人 ミライon図書館について

2月2日 広島県府中町議会 府中町議会議員有志グループ 2人 消化ガス発電事業の内容について

2月6日 福岡県みやま市議会 総務常任委員会 6人 人口増加、定住促進へ向けた具体的な
取り組みについて

2月15日 大阪府泉佐野市議会 公明党泉佐野市会議員団 4人 ミライon図書館の運営状況について

3月26日 神奈川県議会 立憲民主党神奈川県議会議員団 5人 しあわせ循環コミュニティ事業について
ヤングケアラー支援について

会派名 進風おおむら みらいの風 誠和会 知音会 公明
党 無会派 田　
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第１９号議案 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ 23 1

第22号議案 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ 23 1



生活・環境

生活・環境 生活・環境

9 市議会だよりおおむら 8市議会だよりおおむら

市政一般質問

防犯・防災

３月定例会では、21名の議員が質問を
行いました。主な内容をご紹介します。
（QRコードから各議員の一般質問の動画がご覧いただけます。）

● 索  引 ●
防犯・防災
生活・環境
福祉・医療・保健
産業・経済・労働

p8
p8～9
p9～11
p11～13

一般
教育・文化・スポーツ
都市整備
行財政・一般

p14～15
p15～16
p16～18

市政
質問

　自主防災組織の地区別の結成状況はどうか。また、
結成はされているが、活動がほとんどない組織も見受
けられる。活動を支援するため交付金の新設が予定さ
れているが、その内容について尋ねる。町内会単位で
の結成が基本だとは思うが、世帯数等に応じて複数の
町内での組織結成や町内会で複数の組織結成などの
検討は必要ないのか。

　２月末現在で93組織が結成され、結成率は
61.9％である。自主防災組織活動交付金に

ついては、自主防災組織の活動を促進するもので、
防災訓練時の参加人数に応じて３万円から５万円の
交付金を予定している。複数の町内での自主防災組
織の結成や町内で複数の自主防災組織を結成する
ことについては、今後、自主防災組織の
結成を呼びかけていく中で、状況を聞
きながら、可能な場合はしっかり調整を
していきたい。

答

自主防災組織の
結成促進と活性化

　水産業振興の一丁目一番地は環境問題である。「大
村湾ＳＤＧｓプロジェクト事業」は企業版ふるさと納税
を活用した事業で実証実験的にやられているが、漁業
の方に尋ねたところ成果がしっかり出ているとのこ
と。少しずつではなく今後の重要施策として国・県への
要望も行いながら本格的な事業として取り組むことを
求める。

　重要な課題だと認識しており、環境省に
対し、国の先行型のプロジェクトとして補助

金を活用できるように要望を行っている。今後、第
三者機関のＪＢＥからブルーカーボンクレジットの
発行が許可されると、カーボンクレジットの転売・
売却により財源を獲得することも可能になるた
め、市として国・県の協力を得てどう進めていくの
か、新たな財源の活用方法も併せて
考えていきたい。

答

藻場再生に向けての
本格的取り組みを求める

　全国的に本制度の導入が進み、人口カバー率は８割
を超えた。今、制度を導入している自治体で広がってい
るのが、犯罪被害者支援制度の見舞金を受ける遺族の
範囲に同性パートナーを加える取り組みである。本市で
も犯罪被害者支援の範囲に同性パートナーを含めてい
ただきたいが、市の見解を求める。

　本市においてもパートナーシップ宣誓制
度により利用できる行政サービスは拡大し

ていきたいと考えている。犯罪被害者支援制度の
見舞金については、本市の条例により「犯罪行為
により死亡した者の遺族、または障害を受けた者
で、規則で定めるものに対し経済的負担の軽減を
図るため見舞金を支給する」としており、今後、
パートナーシップを宣誓された方も対
象となるように進めていきたいと考え
ている。

答

パートナーシップ
宣誓制度の拡充を

福祉・医療・保健

福祉・医療・保健福祉・医療・保健

　ファミリー・サポート・センター事業は、他の子育て支
援制度の隙間を自在にカバーでき、柔軟に動けること
が強みでもある。それだけに子育てに課題を持ち、専門
的な支援を要する保護者からの依頼も想定される。市
としては、困難事例の扱いについてどのように考えて
いるのか。

　困難事例については、他の自治体におい
て利用料の一部助成を行っている事例があ

るが、本市では、令和６年度の事業開始時点では予
定していない。なお、必要に応じて関係機関と連携
し、個別の支援につなげていきたいと考えている。
本事業により、地域における子育て力の向上につ
なげていければと考えている。

答

ファミサポ事業での
困難事例の扱いについて

　少子高齢化、地域のつながりの希薄化、価値観の多
様化、自然災害の増加などにより、地域福祉の重要性
がますます増している。市政において、社会福祉協議会
の役割をどのように考えているのか。また、社会福祉協
議会をどのように評価しているのか。

　社会福祉協議会は、生活困窮者や障害者
からの相談支援、ボランティア活動など地域

福祉に密着した活動で地域福祉推進の中核的役割
を果たしており、地域福祉における社会福祉協議会
の役割は大変重要なものであると考えている。その
職員の処遇は大変重要な課題だと認識しており、
体制、給与改善も含め、現在、改善に向けた協議を
進めている。

答

地域福祉における社会福祉
協議会の役割と評価

　予防接種に関する記録は、５年間保存することとなっ
ており、過去において保存期限が過ぎ、記録の破棄が
なされ、救済の壁となった事例を鑑みれば、新型コロナ
ワクチン接種の記録は、万が一の事態に備え、格別の
措置を講じるべきであると考える。本市では保存年数
を延長するなどの考えがあるか尋ねる。

　５年という保存期間は国が省令で定めて
いるものであり、本市においても省令にのっ

とり保存期間は５年とすべきと考えている。本市の
予防接種台帳はシステムで管理しており、現在のと
ころ、データ容量に余裕があるため、データとして
残っていることも考えられる。

答

予防接種台帳の
保存期間について

　市営住宅の空き部屋にハトが住み着いて鳴き声や
ハトのふんがひどい場所がみられるが、それらの相談
件数と市の対応について尋ねる。

　令和５年４月から令和６年２月末時点での
ハトのふんなどの被害に関する住民からの

相談件数は市営住宅全体で18件である。以前から
状況に応じてベランダなどにハトよけ用ネットを設
置する対応を行っており、現在も継続して進めてい
る。空き部屋に関しては、定期的に点検を行うとと
もに、ハトのふんがある場合は清掃も
行っているが、清掃が追いついていな
い状況である。

答

市営住宅のハトのふん・
騒音被害について

入江 詩子 議員

入江 詩子 議員 里脇 清隆 議員

田中 秀和 議員

永山 真美 議員

中村 仁飛 議員

南波 伸孝 議員

生活・環境

生活・環境 生活・環境

9 市議会だよりおおむら 8市議会だよりおおむら

市政一般質問

防犯・防災

３月定例会では、21名の議員が質問を
行いました。主な内容をご紹介します。
（QRコードから各議員の一般質問の動画がご覧いただけます。）

● 索  引 ●
防犯・防災
生活・環境
福祉・医療・保健
産業・経済・労働

p8
p8～9
p9～11
p11～13

一般
教育・文化・スポーツ
都市整備
行財政・一般

p14～15
p15～16
p16～18

市政
質問

　自主防災組織の地区別の結成状況はどうか。また、
結成はされているが、活動がほとんどない組織も見受
けられる。活動を支援するため交付金の新設が予定さ
れているが、その内容について尋ねる。町内会単位で
の結成が基本だとは思うが、世帯数等に応じて複数の
町内での組織結成や町内会で複数の組織結成などの
検討は必要ないのか。

　２月末現在で93組織が結成され、結成率は
61.9％である。自主防災組織活動交付金に

ついては、自主防災組織の活動を促進するもので、
防災訓練時の参加人数に応じて３万円から５万円の
交付金を予定している。複数の町内での自主防災組
織の結成や町内で複数の自主防災組織を結成する
ことについては、今後、自主防災組織の
結成を呼びかけていく中で、状況を聞
きながら、可能な場合はしっかり調整を
していきたい。

答

自主防災組織の
結成促進と活性化

　水産業振興の一丁目一番地は環境問題である。「大
村湾ＳＤＧｓプロジェクト事業」は企業版ふるさと納税
を活用した事業で実証実験的にやられているが、漁業
の方に尋ねたところ成果がしっかり出ているとのこ
と。少しずつではなく今後の重要施策として国・県への
要望も行いながら本格的な事業として取り組むことを
求める。

　重要な課題だと認識しており、環境省に
対し、国の先行型のプロジェクトとして補助

金を活用できるように要望を行っている。今後、第
三者機関のＪＢＥからブルーカーボンクレジットの
発行が許可されると、カーボンクレジットの転売・
売却により財源を獲得することも可能になるた
め、市として国・県の協力を得てどう進めていくの
か、新たな財源の活用方法も併せて
考えていきたい。

答

藻場再生に向けての
本格的取り組みを求める

　全国的に本制度の導入が進み、人口カバー率は８割
を超えた。今、制度を導入している自治体で広がってい
るのが、犯罪被害者支援制度の見舞金を受ける遺族の
範囲に同性パートナーを加える取り組みである。本市で
も犯罪被害者支援の範囲に同性パートナーを含めてい
ただきたいが、市の見解を求める。

　本市においてもパートナーシップ宣誓制
度により利用できる行政サービスは拡大し

ていきたいと考えている。犯罪被害者支援制度の
見舞金については、本市の条例により「犯罪行為
により死亡した者の遺族、または障害を受けた者
で、規則で定めるものに対し経済的負担の軽減を
図るため見舞金を支給する」としており、今後、
パートナーシップを宣誓された方も対
象となるように進めていきたいと考え
ている。

答

パートナーシップ
宣誓制度の拡充を

福祉・医療・保健

福祉・医療・保健福祉・医療・保健

　ファミリー・サポート・センター事業は、他の子育て支
援制度の隙間を自在にカバーでき、柔軟に動けること
が強みでもある。それだけに子育てに課題を持ち、専門
的な支援を要する保護者からの依頼も想定される。市
としては、困難事例の扱いについてどのように考えて
いるのか。

　困難事例については、他の自治体におい
て利用料の一部助成を行っている事例があ

るが、本市では、令和６年度の事業開始時点では予
定していない。なお、必要に応じて関係機関と連携
し、個別の支援につなげていきたいと考えている。
本事業により、地域における子育て力の向上につ
なげていければと考えている。

答

ファミサポ事業での
困難事例の扱いについて

　少子高齢化、地域のつながりの希薄化、価値観の多
様化、自然災害の増加などにより、地域福祉の重要性
がますます増している。市政において、社会福祉協議会
の役割をどのように考えているのか。また、社会福祉協
議会をどのように評価しているのか。

　社会福祉協議会は、生活困窮者や障害者
からの相談支援、ボランティア活動など地域

福祉に密着した活動で地域福祉推進の中核的役割
を果たしており、地域福祉における社会福祉協議会
の役割は大変重要なものであると考えている。その
職員の処遇は大変重要な課題だと認識しており、
体制、給与改善も含め、現在、改善に向けた協議を
進めている。

答

地域福祉における社会福祉
協議会の役割と評価

　予防接種に関する記録は、５年間保存することとなっ
ており、過去において保存期限が過ぎ、記録の破棄が
なされ、救済の壁となった事例を鑑みれば、新型コロナ
ワクチン接種の記録は、万が一の事態に備え、格別の
措置を講じるべきであると考える。本市では保存年数
を延長するなどの考えがあるか尋ねる。

　５年という保存期間は国が省令で定めて
いるものであり、本市においても省令にのっ

とり保存期間は５年とすべきと考えている。本市の
予防接種台帳はシステムで管理しており、現在のと
ころ、データ容量に余裕があるため、データとして
残っていることも考えられる。

答

予防接種台帳の
保存期間について

　市営住宅の空き部屋にハトが住み着いて鳴き声や
ハトのふんがひどい場所がみられるが、それらの相談
件数と市の対応について尋ねる。

　令和５年４月から令和６年２月末時点での
ハトのふんなどの被害に関する住民からの

相談件数は市営住宅全体で18件である。以前から
状況に応じてベランダなどにハトよけ用ネットを設
置する対応を行っており、現在も継続して進めてい
る。空き部屋に関しては、定期的に点検を行うとと
もに、ハトのふんがある場合は清掃も
行っているが、清掃が追いついていな
い状況である。

答

市営住宅のハトのふん・
騒音被害について

入江 詩子 議員

入江 詩子 議員 里脇 清隆 議員

田中 秀和 議員

永山 真美 議員

中村 仁飛 議員

南波 伸孝 議員



生活・環境

生活・環境 生活・環境

9 市議会だよりおおむら 8市議会だよりおおむら

市政一般質問

防犯・防災

３月定例会では、21名の議員が質問を
行いました。主な内容をご紹介します。
（QRコードから各議員の一般質問の動画がご覧いただけます。）

● 索  引 ●
防犯・防災
生活・環境
福祉・医療・保健
産業・経済・労働

p8
p8～9
p9～11
p11～13

一般
教育・文化・スポーツ
都市整備
行財政・一般

p14～15
p15～16
p16～18

市政
質問

　自主防災組織の地区別の結成状況はどうか。また、
結成はされているが、活動がほとんどない組織も見受
けられる。活動を支援するため交付金の新設が予定さ
れているが、その内容について尋ねる。町内会単位で
の結成が基本だとは思うが、世帯数等に応じて複数の
町内での組織結成や町内会で複数の組織結成などの
検討は必要ないのか。

　２月末現在で93組織が結成され、結成率は
61.9％である。自主防災組織活動交付金に

ついては、自主防災組織の活動を促進するもので、
防災訓練時の参加人数に応じて３万円から５万円の
交付金を予定している。複数の町内での自主防災組
織の結成や町内で複数の自主防災組織を結成する
ことについては、今後、自主防災組織の
結成を呼びかけていく中で、状況を聞
きながら、可能な場合はしっかり調整を
していきたい。

答

自主防災組織の
結成促進と活性化

　水産業振興の一丁目一番地は環境問題である。「大
村湾ＳＤＧｓプロジェクト事業」は企業版ふるさと納税
を活用した事業で実証実験的にやられているが、漁業
の方に尋ねたところ成果がしっかり出ているとのこ
と。少しずつではなく今後の重要施策として国・県への
要望も行いながら本格的な事業として取り組むことを
求める。

　重要な課題だと認識しており、環境省に
対し、国の先行型のプロジェクトとして補助

金を活用できるように要望を行っている。今後、第
三者機関のＪＢＥからブルーカーボンクレジットの
発行が許可されると、カーボンクレジットの転売・
売却により財源を獲得することも可能になるた
め、市として国・県の協力を得てどう進めていくの
か、新たな財源の活用方法も併せて
考えていきたい。

答

藻場再生に向けての
本格的取り組みを求める

　全国的に本制度の導入が進み、人口カバー率は８割
を超えた。今、制度を導入している自治体で広がってい
るのが、犯罪被害者支援制度の見舞金を受ける遺族の
範囲に同性パートナーを加える取り組みである。本市で
も犯罪被害者支援の範囲に同性パートナーを含めてい
ただきたいが、市の見解を求める。

　本市においてもパートナーシップ宣誓制
度により利用できる行政サービスは拡大し

ていきたいと考えている。犯罪被害者支援制度の
見舞金については、本市の条例により「犯罪行為
により死亡した者の遺族、または障害を受けた者
で、規則で定めるものに対し経済的負担の軽減を
図るため見舞金を支給する」としており、今後、
パートナーシップを宣誓された方も対
象となるように進めていきたいと考え
ている。

答

パートナーシップ
宣誓制度の拡充を

福祉・医療・保健

福祉・医療・保健福祉・医療・保健

　ファミリー・サポート・センター事業は、他の子育て支
援制度の隙間を自在にカバーでき、柔軟に動けること
が強みでもある。それだけに子育てに課題を持ち、専門
的な支援を要する保護者からの依頼も想定される。市
としては、困難事例の扱いについてどのように考えて
いるのか。

　困難事例については、他の自治体におい
て利用料の一部助成を行っている事例があ

るが、本市では、令和６年度の事業開始時点では予
定していない。なお、必要に応じて関係機関と連携
し、個別の支援につなげていきたいと考えている。
本事業により、地域における子育て力の向上につ
なげていければと考えている。

答

ファミサポ事業での
困難事例の扱いについて

　少子高齢化、地域のつながりの希薄化、価値観の多
様化、自然災害の増加などにより、地域福祉の重要性
がますます増している。市政において、社会福祉協議会
の役割をどのように考えているのか。また、社会福祉協
議会をどのように評価しているのか。

　社会福祉協議会は、生活困窮者や障害者
からの相談支援、ボランティア活動など地域

福祉に密着した活動で地域福祉推進の中核的役割
を果たしており、地域福祉における社会福祉協議会
の役割は大変重要なものであると考えている。その
職員の処遇は大変重要な課題だと認識しており、
体制、給与改善も含め、現在、改善に向けた協議を
進めている。

答

地域福祉における社会福祉
協議会の役割と評価

　予防接種に関する記録は、５年間保存することとなっ
ており、過去において保存期限が過ぎ、記録の破棄が
なされ、救済の壁となった事例を鑑みれば、新型コロナ
ワクチン接種の記録は、万が一の事態に備え、格別の
措置を講じるべきであると考える。本市では保存年数
を延長するなどの考えがあるか尋ねる。

　５年という保存期間は国が省令で定めて
いるものであり、本市においても省令にのっ

とり保存期間は５年とすべきと考えている。本市の
予防接種台帳はシステムで管理しており、現在のと
ころ、データ容量に余裕があるため、データとして
残っていることも考えられる。

答

予防接種台帳の
保存期間について

　市営住宅の空き部屋にハトが住み着いて鳴き声や
ハトのふんがひどい場所がみられるが、それらの相談
件数と市の対応について尋ねる。

　令和５年４月から令和６年２月末時点での
ハトのふんなどの被害に関する住民からの

相談件数は市営住宅全体で18件である。以前から
状況に応じてベランダなどにハトよけ用ネットを設
置する対応を行っており、現在も継続して進めてい
る。空き部屋に関しては、定期的に点検を行うとと
もに、ハトのふんがある場合は清掃も
行っているが、清掃が追いついていな
い状況である。

答

市営住宅のハトのふん・
騒音被害について

入江 詩子 議員

入江 詩子 議員 里脇 清隆 議員

田中 秀和 議員

永山 真美 議員

中村 仁飛 議員

南波 伸孝 議員



産業・経済・労働産業・経済・労働

福祉・医療・保健産業・経済・労働

福祉・医療・保健 福祉・医療・保健

福祉・医療・保健福祉・医療・保健

11 市議会だよりおおむら 10市議会だよりおおむら

市政一般質問

　緊急医療情報キットとは、かかりつけ医や病気などの
医療情報、緊急連絡先等の情報を記入した用紙を専用
キットに入れ、冷蔵庫内に保管しておき緊急時に備える
ものである。現在65歳以上の高齢者で要介護認定を受
けられた方に配布をされているようだが、独居老人等
希望をされる方のみでもいいので配布先の拡大ができ
ないか問う。

　現在の配布対象は65歳以上の方のみの
世帯か、要支援・要介護認定を持っている方

としているが、その他必要性が高い方についても配
布可能としている。より効果的な事業となるよう配
布対象者については拡大拡充していきたいと思っ
ているため、今後研究していきたい。

答

緊急医療情報キットの
配布先拡大について

　ポータルアプリ「おむすび。」地域通貨「ゆでぴ」が運
用開始となり、今後機能を拡大させていくとのことであ
る。この機能を有効活用するには各課が抱える課題を
デジタル推進課と共有し協議してカスタム化していく
ことが重要である。ぜひ、連携して「通いの場」活動など
地域の課題に取り組んでほしいが市の見解は。

　身近な通いの場や地域包括支援センター
などに関する情報発信について、ポータル

アプリ「おむすび。」の有効活用や、通いの場の活
用の励みや支援となるような「ゆでぴ」の活用な
ど、デジタル推進課とも協議を行い、通いの場の
立ち上げや継続支援に取り組んでいきたいと考え
ている。

答

通いの場での『おむすび。』
『ゆでぴ』活用を!!

　高齢者保健福祉計画・第９期大村市介護保険事業計画
（案）の介護人材の実態調査によると、大村市の介護職員
の状況は不足を感じている割合が71.3％となっており、約
７割の事業所で「職員の不足感がある」と記載されている。
そこで今回新たに創設された介護人材確保対策の事業内
容と今後の対象者を広げる形での確保策について尋ねる。

　大村市介護人材確保・定着応援金として介
護福祉士の資格を持ち、新規または県央圏域

内の介護事業所を退職後１年以上経過した後に市内
の介護事業所に就職した方で介護業務に従事してい
る方を対象に常勤の場合は15万円、非常勤の場合は
９万円を３カ年に分割し支給する。また、交付対象年度
の前年度に介護福祉士の資格を取得し、引き続き市
内の介護事業所に就職し、介護業務に従事している
方を対象とし、５万円を一括で支給する
ものである。現在介護業務に従事して
いる方々の支援についても、調査研究
を行っていきたい。

答

介護人材確保対策の
今後と新規事業について

　後期高齢者医療の保険料納付については、特別徴
収、普通徴収があるが、普通徴収の割合はどのくらい
か。また、普通徴収の納期は現在８期であるが、国民
健康保険税の納期と同じ12期に拡大し、各期の納付
負担軽減ができないか。もしくは、県内13市中11市
は９期であるため、他市並みの９期にすることはでき
ないか。

　令和６年１月末時点で、後期高齢者医療保
険料の特別徴収の対象者は、１万259人で

80.15％、普通徴収が2,540人で19.85％である。
後期高齢者医療保険の保険料は県内統一した料率
で計算される。保険料を12期に増やすとなれば、当
該年度の税額を確定する前に前年度の税額を基に
仮徴収を行う必要があるが、現在のと
ころ普通徴収で仮徴収をしている市町
はないため変更する考えはない。

答

後期高齢者医療保険料
納期の拡大について

　市として農業基本計画の中で環境負荷低減やス
マート農業などを推進していくことをうたっているた
め、実行すべきであると考えるが、ＪＡなど関係機関と
の意見交換や協議はされたのか、その協議内容はどう
であったのか、支援の必要性や具体的な要望などは
あったのか尋ねる。

　ＪＡからは、平たん地に限らず生産者の
ニーズを踏まえたスマート農業に対する補

助に加え、燃油等の農業資材価格高騰の継続や、
物流の2024年問題に係る経費の増加に対する支
援の要望があっている。平たん地で営農されてい
る農業に特化した支援策について、関係機関の意
見は確認できていないが、まずはこれ
らの課題に対応する支援について研
究していきたい。

答

平たん地農業への
支援について

　新幹線新大村駅～長崎駅の特急料金を含めた運賃
は、1,630円である。高速バスの運賃・在来線の運賃
と比較し利用者が伸び悩んでいる。利用者や移住者を
増やすためにも引き下げを要望する。国・ＪＲ九州に対
し全線フル規格の要望と併せ、特急料金の引き下げを
お願いしたい。新幹線を生かしたまちづくりを進めて
いく上でも重要だ。

　開業前からＪＲ九州に対して要望を続けて
きた結果、新大村駅から長崎間の特急料金

については、他の区間に比べて安く設定をされて
いるところである。料金の引き下げは利用者に
とって良いことであるため、今度要望する際にも
話題にしていきたいと考えている。料金を下げて
利用者を増やすためには、まずは新大村駅への全
便停車が必要であると考えているた
めしっかりと訴えていきたい。

答

新幹線特急料金の
引き下げで利用促進を図れ

　令和６年度予算に大村インターバス停をバリアフ
リー化するための調査費が計上されている。この件に
ついて私は過去何回も土木専門技術者と現地で方策
を考え、2014年９月議会で２回目の要望・質問をして
から10年、今回やっと改善策を探られるようだが私の
考えはエレベーター方式が妥当と提案するが、市の考
えを問う。

　大村インターチェンジのバス停について
は、高齢者や足が不自由な方々に対し非常

に利用しづらい構造になっている。これまでも道
路交通法75条の改正や、解釈などについて協議
を重ねてきたが、なかなかうまくいかなかった。そ
のため本市が抜本的にバリアフリー化に向けた対
策を取るため方針を示し、解決方法について検討
するための調査費を当初予算に計上
しているので、改善に向けた取り組み
を進めていきたい。

答

大村インターバス停の
階段を上るのがつらい

　令和５年４月より導入されたミライロＩＤは、スマート
フォン無料アプリで、登録することで障がい者手帳の役
割を果たすだけではなく、公共施設や、交通機関、コン
ビニ、外食チェーン等で、さまざまな割引を受けられ、
障がい者の方々の外出促進や消費を促す機能もある。
一人でも多くの方に活用してもらえるようにさらなる周
知を求める。

　手帳を交付する際にお渡しする障がい福
祉ガイドにミライロＩＤに関する記載をする

など、ミライロＩＤの利用によるメリットをしっかり
と周知していきたい。また、市としても、公共施設
利用の際にミライロＩＤの提示を可能としている事
業者であるということを広く周知することで、民間
事業者の理解につなげていきたいと
考えている。

答

ミライロＩＤについて
村上 秀明 議員

水上　享 議員水上　享 議員

山口 弘宣 議員 久保 和幸 議員堀内    学 議員

中崎 秀紀 議員小林 史政 議員

産業・経済・労働産業・経済・労働

福祉・医療・保健産業・経済・労働

福祉・医療・保健 福祉・医療・保健

福祉・医療・保健福祉・医療・保健

11 市議会だよりおおむら 10市議会だよりおおむら

市政一般質問

　緊急医療情報キットとは、かかりつけ医や病気などの
医療情報、緊急連絡先等の情報を記入した用紙を専用
キットに入れ、冷蔵庫内に保管しておき緊急時に備える
ものである。現在65歳以上の高齢者で要介護認定を受
けられた方に配布をされているようだが、独居老人等
希望をされる方のみでもいいので配布先の拡大ができ
ないか問う。

　現在の配布対象は65歳以上の方のみの
世帯か、要支援・要介護認定を持っている方

としているが、その他必要性が高い方についても配
布可能としている。より効果的な事業となるよう配
布対象者については拡大拡充していきたいと思っ
ているため、今後研究していきたい。

答

緊急医療情報キットの
配布先拡大について

　ポータルアプリ「おむすび。」地域通貨「ゆでぴ」が運
用開始となり、今後機能を拡大させていくとのことであ
る。この機能を有効活用するには各課が抱える課題を
デジタル推進課と共有し協議してカスタム化していく
ことが重要である。ぜひ、連携して「通いの場」活動など
地域の課題に取り組んでほしいが市の見解は。

　身近な通いの場や地域包括支援センター
などに関する情報発信について、ポータル

アプリ「おむすび。」の有効活用や、通いの場の活
用の励みや支援となるような「ゆでぴ」の活用な
ど、デジタル推進課とも協議を行い、通いの場の
立ち上げや継続支援に取り組んでいきたいと考え
ている。

答

通いの場での『おむすび。』
『ゆでぴ』活用を!!

　高齢者保健福祉計画・第９期大村市介護保険事業計画
（案）の介護人材の実態調査によると、大村市の介護職員
の状況は不足を感じている割合が71.3％となっており、約
７割の事業所で「職員の不足感がある」と記載されている。
そこで今回新たに創設された介護人材確保対策の事業内
容と今後の対象者を広げる形での確保策について尋ねる。

　大村市介護人材確保・定着応援金として介
護福祉士の資格を持ち、新規または県央圏域

内の介護事業所を退職後１年以上経過した後に市内
の介護事業所に就職した方で介護業務に従事してい
る方を対象に常勤の場合は15万円、非常勤の場合は
９万円を３カ年に分割し支給する。また、交付対象年度
の前年度に介護福祉士の資格を取得し、引き続き市
内の介護事業所に就職し、介護業務に従事している
方を対象とし、５万円を一括で支給する
ものである。現在介護業務に従事して
いる方々の支援についても、調査研究
を行っていきたい。

答

介護人材確保対策の
今後と新規事業について

　後期高齢者医療の保険料納付については、特別徴
収、普通徴収があるが、普通徴収の割合はどのくらい
か。また、普通徴収の納期は現在８期であるが、国民
健康保険税の納期と同じ12期に拡大し、各期の納付
負担軽減ができないか。もしくは、県内13市中11市
は９期であるため、他市並みの９期にすることはでき
ないか。

　令和６年１月末時点で、後期高齢者医療保
険料の特別徴収の対象者は、１万259人で

80.15％、普通徴収が2,540人で19.85％である。
後期高齢者医療保険の保険料は県内統一した料率
で計算される。保険料を12期に増やすとなれば、当
該年度の税額を確定する前に前年度の税額を基に
仮徴収を行う必要があるが、現在のと
ころ普通徴収で仮徴収をしている市町
はないため変更する考えはない。

答

後期高齢者医療保険料
納期の拡大について

　市として農業基本計画の中で環境負荷低減やス
マート農業などを推進していくことをうたっているた
め、実行すべきであると考えるが、ＪＡなど関係機関と
の意見交換や協議はされたのか、その協議内容はどう
であったのか、支援の必要性や具体的な要望などは
あったのか尋ねる。

　ＪＡからは、平たん地に限らず生産者の
ニーズを踏まえたスマート農業に対する補

助に加え、燃油等の農業資材価格高騰の継続や、
物流の2024年問題に係る経費の増加に対する支
援の要望があっている。平たん地で営農されてい
る農業に特化した支援策について、関係機関の意
見は確認できていないが、まずはこれ
らの課題に対応する支援について研
究していきたい。

答

平たん地農業への
支援について

　新幹線新大村駅～長崎駅の特急料金を含めた運賃
は、1,630円である。高速バスの運賃・在来線の運賃
と比較し利用者が伸び悩んでいる。利用者や移住者を
増やすためにも引き下げを要望する。国・ＪＲ九州に対
し全線フル規格の要望と併せ、特急料金の引き下げを
お願いしたい。新幹線を生かしたまちづくりを進めて
いく上でも重要だ。

　開業前からＪＲ九州に対して要望を続けて
きた結果、新大村駅から長崎間の特急料金

については、他の区間に比べて安く設定をされて
いるところである。料金の引き下げは利用者に
とって良いことであるため、今度要望する際にも
話題にしていきたいと考えている。料金を下げて
利用者を増やすためには、まずは新大村駅への全
便停車が必要であると考えているた
めしっかりと訴えていきたい。

答

新幹線特急料金の
引き下げで利用促進を図れ

　令和６年度予算に大村インターバス停をバリアフ
リー化するための調査費が計上されている。この件に
ついて私は過去何回も土木専門技術者と現地で方策
を考え、2014年９月議会で２回目の要望・質問をして
から10年、今回やっと改善策を探られるようだが私の
考えはエレベーター方式が妥当と提案するが、市の考
えを問う。

　大村インターチェンジのバス停について
は、高齢者や足が不自由な方々に対し非常

に利用しづらい構造になっている。これまでも道
路交通法75条の改正や、解釈などについて協議
を重ねてきたが、なかなかうまくいかなかった。そ
のため本市が抜本的にバリアフリー化に向けた対
策を取るため方針を示し、解決方法について検討
するための調査費を当初予算に計上
しているので、改善に向けた取り組み
を進めていきたい。

答

大村インターバス停の
階段を上るのがつらい

　令和５年４月より導入されたミライロＩＤは、スマート
フォン無料アプリで、登録することで障がい者手帳の役
割を果たすだけではなく、公共施設や、交通機関、コン
ビニ、外食チェーン等で、さまざまな割引を受けられ、
障がい者の方々の外出促進や消費を促す機能もある。
一人でも多くの方に活用してもらえるようにさらなる周
知を求める。

　手帳を交付する際にお渡しする障がい福
祉ガイドにミライロＩＤに関する記載をする

など、ミライロＩＤの利用によるメリットをしっかり
と周知していきたい。また、市としても、公共施設
利用の際にミライロＩＤの提示を可能としている事
業者であるということを広く周知することで、民間
事業者の理解につなげていきたいと
考えている。

答

ミライロＩＤについて
村上 秀明 議員

水上　享 議員水上　享 議員

山口 弘宣 議員 久保 和幸 議員堀内    学 議員

中崎 秀紀 議員小林 史政 議員



産業・経済・労働産業・経済・労働

福祉・医療・保健産業・経済・労働

福祉・医療・保健 福祉・医療・保健

福祉・医療・保健福祉・医療・保健

11 市議会だよりおおむら 10市議会だよりおおむら

市政一般質問

　緊急医療情報キットとは、かかりつけ医や病気などの
医療情報、緊急連絡先等の情報を記入した用紙を専用
キットに入れ、冷蔵庫内に保管しておき緊急時に備える
ものである。現在65歳以上の高齢者で要介護認定を受
けられた方に配布をされているようだが、独居老人等
希望をされる方のみでもいいので配布先の拡大ができ
ないか問う。

　現在の配布対象は65歳以上の方のみの
世帯か、要支援・要介護認定を持っている方

としているが、その他必要性が高い方についても配
布可能としている。より効果的な事業となるよう配
布対象者については拡大拡充していきたいと思っ
ているため、今後研究していきたい。

答

緊急医療情報キットの
配布先拡大について

　ポータルアプリ「おむすび。」地域通貨「ゆでぴ」が運
用開始となり、今後機能を拡大させていくとのことであ
る。この機能を有効活用するには各課が抱える課題を
デジタル推進課と共有し協議してカスタム化していく
ことが重要である。ぜひ、連携して「通いの場」活動など
地域の課題に取り組んでほしいが市の見解は。

　身近な通いの場や地域包括支援センター
などに関する情報発信について、ポータル

アプリ「おむすび。」の有効活用や、通いの場の活
用の励みや支援となるような「ゆでぴ」の活用な
ど、デジタル推進課とも協議を行い、通いの場の
立ち上げや継続支援に取り組んでいきたいと考え
ている。

答

通いの場での『おむすび。』
『ゆでぴ』活用を!!

　高齢者保健福祉計画・第９期大村市介護保険事業計画
（案）の介護人材の実態調査によると、大村市の介護職員
の状況は不足を感じている割合が71.3％となっており、約
７割の事業所で「職員の不足感がある」と記載されている。
そこで今回新たに創設された介護人材確保対策の事業内
容と今後の対象者を広げる形での確保策について尋ねる。

　大村市介護人材確保・定着応援金として介
護福祉士の資格を持ち、新規または県央圏域

内の介護事業所を退職後１年以上経過した後に市内
の介護事業所に就職した方で介護業務に従事してい
る方を対象に常勤の場合は15万円、非常勤の場合は
９万円を３カ年に分割し支給する。また、交付対象年度
の前年度に介護福祉士の資格を取得し、引き続き市
内の介護事業所に就職し、介護業務に従事している
方を対象とし、５万円を一括で支給する
ものである。現在介護業務に従事して
いる方々の支援についても、調査研究
を行っていきたい。

答

介護人材確保対策の
今後と新規事業について

　後期高齢者医療の保険料納付については、特別徴
収、普通徴収があるが、普通徴収の割合はどのくらい
か。また、普通徴収の納期は現在８期であるが、国民
健康保険税の納期と同じ12期に拡大し、各期の納付
負担軽減ができないか。もしくは、県内13市中11市
は９期であるため、他市並みの９期にすることはでき
ないか。

　令和６年１月末時点で、後期高齢者医療保
険料の特別徴収の対象者は、１万259人で

80.15％、普通徴収が2,540人で19.85％である。
後期高齢者医療保険の保険料は県内統一した料率
で計算される。保険料を12期に増やすとなれば、当
該年度の税額を確定する前に前年度の税額を基に
仮徴収を行う必要があるが、現在のと
ころ普通徴収で仮徴収をしている市町
はないため変更する考えはない。

答

後期高齢者医療保険料
納期の拡大について

　市として農業基本計画の中で環境負荷低減やス
マート農業などを推進していくことをうたっているた
め、実行すべきであると考えるが、ＪＡなど関係機関と
の意見交換や協議はされたのか、その協議内容はどう
であったのか、支援の必要性や具体的な要望などは
あったのか尋ねる。

　ＪＡからは、平たん地に限らず生産者の
ニーズを踏まえたスマート農業に対する補

助に加え、燃油等の農業資材価格高騰の継続や、
物流の2024年問題に係る経費の増加に対する支
援の要望があっている。平たん地で営農されてい
る農業に特化した支援策について、関係機関の意
見は確認できていないが、まずはこれ
らの課題に対応する支援について研
究していきたい。

答

平たん地農業への
支援について

　新幹線新大村駅～長崎駅の特急料金を含めた運賃
は、1,630円である。高速バスの運賃・在来線の運賃
と比較し利用者が伸び悩んでいる。利用者や移住者を
増やすためにも引き下げを要望する。国・ＪＲ九州に対
し全線フル規格の要望と併せ、特急料金の引き下げを
お願いしたい。新幹線を生かしたまちづくりを進めて
いく上でも重要だ。

　開業前からＪＲ九州に対して要望を続けて
きた結果、新大村駅から長崎間の特急料金

については、他の区間に比べて安く設定をされて
いるところである。料金の引き下げは利用者に
とって良いことであるため、今度要望する際にも
話題にしていきたいと考えている。料金を下げて
利用者を増やすためには、まずは新大村駅への全
便停車が必要であると考えているた
めしっかりと訴えていきたい。

答

新幹線特急料金の
引き下げで利用促進を図れ

　令和６年度予算に大村インターバス停をバリアフ
リー化するための調査費が計上されている。この件に
ついて私は過去何回も土木専門技術者と現地で方策
を考え、2014年９月議会で２回目の要望・質問をして
から10年、今回やっと改善策を探られるようだが私の
考えはエレベーター方式が妥当と提案するが、市の考
えを問う。

　大村インターチェンジのバス停について
は、高齢者や足が不自由な方々に対し非常

に利用しづらい構造になっている。これまでも道
路交通法75条の改正や、解釈などについて協議
を重ねてきたが、なかなかうまくいかなかった。そ
のため本市が抜本的にバリアフリー化に向けた対
策を取るため方針を示し、解決方法について検討
するための調査費を当初予算に計上
しているので、改善に向けた取り組み
を進めていきたい。

答

大村インターバス停の
階段を上るのがつらい

　令和５年４月より導入されたミライロＩＤは、スマート
フォン無料アプリで、登録することで障がい者手帳の役
割を果たすだけではなく、公共施設や、交通機関、コン
ビニ、外食チェーン等で、さまざまな割引を受けられ、
障がい者の方々の外出促進や消費を促す機能もある。
一人でも多くの方に活用してもらえるようにさらなる周
知を求める。

　手帳を交付する際にお渡しする障がい福
祉ガイドにミライロＩＤに関する記載をする

など、ミライロＩＤの利用によるメリットをしっかり
と周知していきたい。また、市としても、公共施設
利用の際にミライロＩＤの提示を可能としている事
業者であるということを広く周知することで、民間
事業者の理解につなげていきたいと
考えている。

答

ミライロＩＤについて
村上 秀明 議員

水上　享 議員水上　享 議員

山口 弘宣 議員 久保 和幸 議員堀内    学 議員

中崎 秀紀 議員小林 史政 議員



市政一般質問

13 市議会だよりおおむら 12市議会だよりおおむら

産業・経済・労働

　市内の事業者から、「ガソリン代や光熱費の高騰が大き
な打撃となり、経営を圧迫している。支援をしてほしい」と
いう声が上がっている。全国では「一律５万円を支給」など
の支援を行っている自治体もあるようだ。本市でも物価
高騰の影響を受けている市内事業者に対し、幅広い業種
に行き届く支援策を検討していただきたい。

ガソリン代や光熱水費の負担増に伴う支援も
検討したが、県において同様の取り組みが行

われていたこともあり、市としては地域通貨「ゆでぴ」
も活用したプレミアム商品券事業を実施するよう準
備を進めている。物価高騰に対する生活支援として
だけでなく、地元の購買向上や新規顧客の獲得など、
市内事業者の支援につなげることで、地域経済を循
環させるという効果を期待している。引き続き、物価
高騰対策については、国や県の動向も見
極めながら、市内事業者への支援につな
がる取り組みを考えていきたい。

答

物価高騰の影響を
受けている業者に支援を

産業・経済・労働

　例年150万円の夏越まつり補助金に一気に2,500万円
が加算された。理由は、祭りを象徴するちょうちん大やぐ
ら等が劣化しており、その更新のためと市長は施政方針
で説明した。市は主催者でないにもかかわらず、ほぼ
100％補助であり、行政では通常考えられない措置であ
る。市長の権限で予算化したと考えるが、市長の本意はど
こにあるのか。

　夏越まつりは他の祭りと違い、市長が協賛
会会長、産業振興部の幹部が実行委員会とし

て関わっている。予算の2,500万円についても、費用
の全額を助成するわけではない。ちょうちん大やぐら
等は配線の漏電などの危険性があるため、早急に更
新しなければ安全な祭り場の設営に支
障を来すことから、内容を精査し予算計
上しているところである。

答

夏越まつりの高額補助
予算について

産業・経済・労働

　乗り合いタクシーは、路線運行だと思うが、乗降場所ま
での移動が困難な方もいるため、最寄りの場所から乗降
できるような方法はできないか。バス路線の維持、乗り合
いタクシーなど、現行の制度を効率的に拡充すべきと思
うが、タクシードライバーの育成や予約・運行システムの
導入などへ支援の考えはないか。

　乗り合いタクシーにおいては、その区間にお
いて運行ルートを定めず、比較的自宅付近の

最寄りの場所から乗降が可能な「区域運行」という運
行形態があり、利用者にとって便利にはなるが課題も
あるため、調査を進めていきたい。ドライバーの育成
については行政としても何らかの支援ができないか、
国や県の動向も注視しながら、タクシー事業者とも協
議をしていく。ＡＩを活用した予約配車を
行う運行システムの導入についても今
後研究を進めていきたいと考えている。

答

乗り合いタクシーの
今後の展開について

産業・経済・労働

　全国的なタクシードライバー不足への対策として、国土
交通省が４月から地域や時間帯を限定して解禁する一般
人がドライバーとなる「ライドシェア」に対して、大村市内
のタクシー事業者の皆様にも利益になるという理解を得
て、幾つかの不安を払拭するためにこの制度を設計して
いる方と事業者との意見交換会を開催してはどうか。

　大村市タクシー協会から「ライドシェアと称
する白タク行為に関する陳情書」が提出され

ており、今後、国や他の自治体の動向も注視し、大村
市タクシー協会と協議しながら、ライドシェアの有用
性について見極めていきたい。意見交換については、
タクシー協会にこういう話があったとい
うことを伝えたいと考えている。

答

交通弱者への支援に
ついて（ライドシェア）

産業・経済・労働

　中心市街地商店街活性化のため本市は約80億円の事
業費をかけて周辺の公共施設等を整備してきたが、顕著
な効果は出ていない。先進事例では少ない事業費と職員
で人材交流の場を提供し、さまざまなサポートにより商店
街活性化に効果を上げている。今後本市も、市民の意欲
や熱意をつなげ商店街活性化に取り組むことが有効では
ないか。

　これまでも中心市街地活性化事業において
は、「街中にぎわい創出事業」の中で専門家を

呼び、地元商業者や地区住民、行政などの関係者が
集い、商店街の活性化に向けて、さまざまな議論を
行ってきた。商店街の活性化については、市だけでは
なく地元商店街の皆さんにも積極的に関わっていた
だき、連携していくことが重要であると
考えており、引き続き、活性化に向けた
取り組みを進めていきたいと考えてい
る。

答

市民意欲の高揚が中心
市街地活性化の原動力

産業・経済・労働

　異常気象・高齢化・継承問題・物価燃油高など農林水産
業を取り巻く環境は大変厳しいが、食の安全保障をはじ
め、この分野への期待は高い。次年度から農福連携推進
事業も始まる中で、農林水産分野の基盤強化は喫緊の課
題である。機構改革で農林水産部門と商工部門を分離ま
たは農林水産部門に理事をおくことを求めるが市長の見
解は。

　現状は、まず農業部門と福祉部門が連携を
して農福連携事業を進めていきたいと考えて

いるが、産業振興部の在り方については、経験のある
部長に意見を聞き、畜産、農業、水産、林業の現場の
方々からの声も聞いた上で組織体制を振り返り、しっ
かり組織の再検討をしていきたい。

答

農林水産行政の
機構改革を求める!!

産業・経済・労働

　バスターミナルビル再開発準備組合を設立し、今後計
画を練っていかれると思うが、設立に当たっての経緯と役
割について尋ねる。また、最も気になるのが、再開発によ
り大村市の玄関口となる在来線大村駅前がどのような姿
になるのか。現時点でのイメージとにぎわいの創出の観
点について市の考え方を尋ねる。

　市、県交通局、管理組合法人、バスターミナ
ル隣接地の地権者、ビルの区分所有者とともに

市街地再開発事業についての勉強会等を行い、令和５
年７月に準備組合が設立された。現在はバスターミナ
ルの在り方や事業の手法等、隣接地も含めた土地の再
整備の方針について協議を重ね、検討を進めている。
大村駅前の開発については、標準的な再開発事業の
事例を参考に、バスターミナル機能や立体駐車場、商
業機能、マンション、ホテルの建設可能性
について検討を進めていると聞いてい
る。今後、事業費や採算性などを踏まえて
議論を深め、具体的に決定していく。

答

駅前バスターミナルビル
の再開発について

産業・経済・労働

　本議会に夏越まつり開催事業の支援に2,651万5,000
円の補助金が上程されているが、その内容について問
う。夏越まつりは大村青年会議所が提唱した市内25の神
社が集まる祭りが発祥であるが、現在は市民総参加型の
祭りとして定着している。しかし、前夜祭時に行われる花
火大会については、航空法の関係から遅い時間にしか開
催できず、参加できない市民も出ている。場所を変えて時
間が遅れないようにできないか。

　補助の内訳については、毎年交付している
150万円が舞台の設営に係る費用であり、それ

以外は経年劣化しているちょうちん大やぐら等の修繕
費用、電気や配線の設備の費用および工事の費用であ
る。花火の打ち上げ場所については、令和２年に花火関
係者と大村市観光コンベンション協会による調査が行
われており、空港周辺では航空機の安全
な離着陸のために打ち上げる高さの制限
があり、場所を近隣に変更しても打ち上
げ時間は変更できないと聞いている。

答

夏越まつりについて

永山 真美 議員高濵 広司 議員

久保 和幸 議員髙見 龍也 議員

光山 千絵 議員中崎 秀紀 議員

小林 史政 議員朝長 英美 議員
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産業・経済・労働

　市内の事業者から、「ガソリン代や光熱費の高騰が大き
な打撃となり、経営を圧迫している。支援をしてほしい」と
いう声が上がっている。全国では「一律５万円を支給」など
の支援を行っている自治体もあるようだ。本市でも物価
高騰の影響を受けている市内事業者に対し、幅広い業種
に行き届く支援策を検討していただきたい。

ガソリン代や光熱水費の負担増に伴う支援も
検討したが、県において同様の取り組みが行

われていたこともあり、市としては地域通貨「ゆでぴ」
も活用したプレミアム商品券事業を実施するよう準
備を進めている。物価高騰に対する生活支援として
だけでなく、地元の購買向上や新規顧客の獲得など、
市内事業者の支援につなげることで、地域経済を循
環させるという効果を期待している。引き続き、物価
高騰対策については、国や県の動向も見
極めながら、市内事業者への支援につな
がる取り組みを考えていきたい。

答

物価高騰の影響を
受けている業者に支援を

産業・経済・労働

　例年150万円の夏越まつり補助金に一気に2,500万円
が加算された。理由は、祭りを象徴するちょうちん大やぐ
ら等が劣化しており、その更新のためと市長は施政方針
で説明した。市は主催者でないにもかかわらず、ほぼ
100％補助であり、行政では通常考えられない措置であ
る。市長の権限で予算化したと考えるが、市長の本意はど
こにあるのか。

　夏越まつりは他の祭りと違い、市長が協賛
会会長、産業振興部の幹部が実行委員会とし

て関わっている。予算の2,500万円についても、費用
の全額を助成するわけではない。ちょうちん大やぐら
等は配線の漏電などの危険性があるため、早急に更
新しなければ安全な祭り場の設営に支
障を来すことから、内容を精査し予算計
上しているところである。

答

夏越まつりの高額補助
予算について

産業・経済・労働

　乗り合いタクシーは、路線運行だと思うが、乗降場所ま
での移動が困難な方もいるため、最寄りの場所から乗降
できるような方法はできないか。バス路線の維持、乗り合
いタクシーなど、現行の制度を効率的に拡充すべきと思
うが、タクシードライバーの育成や予約・運行システムの
導入などへ支援の考えはないか。

　乗り合いタクシーにおいては、その区間にお
いて運行ルートを定めず、比較的自宅付近の

最寄りの場所から乗降が可能な「区域運行」という運
行形態があり、利用者にとって便利にはなるが課題も
あるため、調査を進めていきたい。ドライバーの育成
については行政としても何らかの支援ができないか、
国や県の動向も注視しながら、タクシー事業者とも協
議をしていく。ＡＩを活用した予約配車を
行う運行システムの導入についても今
後研究を進めていきたいと考えている。

答

乗り合いタクシーの
今後の展開について

産業・経済・労働

　全国的なタクシードライバー不足への対策として、国土
交通省が４月から地域や時間帯を限定して解禁する一般
人がドライバーとなる「ライドシェア」に対して、大村市内
のタクシー事業者の皆様にも利益になるという理解を得
て、幾つかの不安を払拭するためにこの制度を設計して
いる方と事業者との意見交換会を開催してはどうか。

　大村市タクシー協会から「ライドシェアと称
する白タク行為に関する陳情書」が提出され

ており、今後、国や他の自治体の動向も注視し、大村
市タクシー協会と協議しながら、ライドシェアの有用
性について見極めていきたい。意見交換については、
タクシー協会にこういう話があったとい
うことを伝えたいと考えている。

答

交通弱者への支援に
ついて（ライドシェア）

産業・経済・労働

　中心市街地商店街活性化のため本市は約80億円の事
業費をかけて周辺の公共施設等を整備してきたが、顕著
な効果は出ていない。先進事例では少ない事業費と職員
で人材交流の場を提供し、さまざまなサポートにより商店
街活性化に効果を上げている。今後本市も、市民の意欲
や熱意をつなげ商店街活性化に取り組むことが有効では
ないか。

　これまでも中心市街地活性化事業において
は、「街中にぎわい創出事業」の中で専門家を

呼び、地元商業者や地区住民、行政などの関係者が
集い、商店街の活性化に向けて、さまざまな議論を
行ってきた。商店街の活性化については、市だけでは
なく地元商店街の皆さんにも積極的に関わっていた
だき、連携していくことが重要であると
考えており、引き続き、活性化に向けた
取り組みを進めていきたいと考えてい
る。

答

市民意欲の高揚が中心
市街地活性化の原動力

産業・経済・労働

　異常気象・高齢化・継承問題・物価燃油高など農林水産
業を取り巻く環境は大変厳しいが、食の安全保障をはじ
め、この分野への期待は高い。次年度から農福連携推進
事業も始まる中で、農林水産分野の基盤強化は喫緊の課
題である。機構改革で農林水産部門と商工部門を分離ま
たは農林水産部門に理事をおくことを求めるが市長の見
解は。

　現状は、まず農業部門と福祉部門が連携を
して農福連携事業を進めていきたいと考えて

いるが、産業振興部の在り方については、経験のある
部長に意見を聞き、畜産、農業、水産、林業の現場の
方々からの声も聞いた上で組織体制を振り返り、しっ
かり組織の再検討をしていきたい。

答

農林水産行政の
機構改革を求める!!

産業・経済・労働

　バスターミナルビル再開発準備組合を設立し、今後計
画を練っていかれると思うが、設立に当たっての経緯と役
割について尋ねる。また、最も気になるのが、再開発によ
り大村市の玄関口となる在来線大村駅前がどのような姿
になるのか。現時点でのイメージとにぎわいの創出の観
点について市の考え方を尋ねる。

　市、県交通局、管理組合法人、バスターミナ
ル隣接地の地権者、ビルの区分所有者とともに

市街地再開発事業についての勉強会等を行い、令和５
年７月に準備組合が設立された。現在はバスターミナ
ルの在り方や事業の手法等、隣接地も含めた土地の再
整備の方針について協議を重ね、検討を進めている。
大村駅前の開発については、標準的な再開発事業の
事例を参考に、バスターミナル機能や立体駐車場、商
業機能、マンション、ホテルの建設可能性
について検討を進めていると聞いてい
る。今後、事業費や採算性などを踏まえて
議論を深め、具体的に決定していく。

答

駅前バスターミナルビル
の再開発について

産業・経済・労働

　本議会に夏越まつり開催事業の支援に2,651万5,000
円の補助金が上程されているが、その内容について問
う。夏越まつりは大村青年会議所が提唱した市内25の神
社が集まる祭りが発祥であるが、現在は市民総参加型の
祭りとして定着している。しかし、前夜祭時に行われる花
火大会については、航空法の関係から遅い時間にしか開
催できず、参加できない市民も出ている。場所を変えて時
間が遅れないようにできないか。

　補助の内訳については、毎年交付している
150万円が舞台の設営に係る費用であり、それ

以外は経年劣化しているちょうちん大やぐら等の修繕
費用、電気や配線の設備の費用および工事の費用であ
る。花火の打ち上げ場所については、令和２年に花火関
係者と大村市観光コンベンション協会による調査が行
われており、空港周辺では航空機の安全
な離着陸のために打ち上げる高さの制限
があり、場所を近隣に変更しても打ち上
げ時間は変更できないと聞いている。

答

夏越まつりについて

永山 真美 議員高濵 広司 議員

久保 和幸 議員髙見 龍也 議員

光山 千絵 議員中崎 秀紀 議員

小林 史政 議員朝長 英美 議員
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　学校体育館の照明の基準は300ルクス以上だが桜が
原中学校体育館は一番明るい場所で200ルクス、暗い所
は100ルクスしかなく、暗くて危険でありＬＥＤ化の年次計
画を待てる状況ではない。毎年中総体のバドミントンの会
場となっており、取りあえず水銀灯の電球を換えて今年の
中総体に間に合うよう対応を求める。

　桜が原中学校体育館の水銀灯については、
経年劣化により照度が不十分なものがあるた

め、速やかに電球の取り換えを行い、ＬＥＤ化について
も年次計画を立案し進めていければと考えている。

答

桜中体育館の電気が暗い
早急な対応を求める

　日本の近代女子教育者で知的障がい児教育に生涯を
ささげた石井筆子。本年2024年には没後80周年を迎え
るが、市としてどのような取り組みを行っており、反響は
どうであったか尋ねる。また、市長は何回も足を運んでＮ
ＨＫに対して石井筆子ドラマ化実現のために要望をしてき
ているが、その手応え、可能性について尋ねる。

　広報おおむら１月号において、石井筆子の
表紙および２ページの特集を組んでおり、１月

24日、25日には、本市とおおむらケーブルテレビとの
共同制作番組として石井筆子の生涯、功績をひもとく
番組を放送している。反響としては、「特集が組まれた
ことがうれしい」などの声を頂いている。また、１月25
日には、ＮＨＫ放送センターに対し、石井
筆子のドラマ化について提案、要望を
行ったが、ＮＨＫ側から前向きな返答を頂
いており、手応えを感じている。

答

石井筆子ドラマ化を
目指して！！

　令和６年７月下旬から８月にかけ高校生スポーツの祭典
インターハイが開催され、本市ではソフトボールと卓球の
２競技が行われる。前回開催された北海道の視察では、各
競技の参加者は１万人以上と聞くが、運営上参考にした
いことなどについて尋ねる。また、本大会の市民への周知
活動の中で代表的な例についても尋ねる。

　どの会場も非常に清掃が行き届いており、
清潔に管理されていた。また、急な雨等による

開始時間の変更や試合途中で中断を余儀なくされる
場面では、場内放送や本部での掲示によりうまく対応
されていたため、参考にしたい。周知については、ＰＲ
のぼりや懸垂幕などの設置、チラシやティッシュなど
の配布、広報おおむらへの記事の掲載、インスタグラ
ムなどのＳＮＳを活用した情報発信を考えている。その
他高校生がデザインした大会初日まで
のカウントダウンボードを市役所、シー
ハットおおむら、長崎空港、新大村駅に設
置する予定である。

答

北部九州インターハイ
への本市の対応

　教科書採択は、教育機関が教育目標やカリキュラムに
沿った最適な教材を選定するために行われる。教科書は
生徒の学習内容や方法に大きな影響を与えるため、適切
な教科書を選ぶことは非常に重要だと考える。本市の公
立学校で使用される教科書選定において、どのような点
を重視されているか教育長の考えを尋ねる。

　教科書を採択する際には「教育基本法の理
念や第三期長崎県教育振興基本計画および

大村市教育振興基本計画の趣旨・内容を踏まえ、豊か
な人間性の育成を図れるものとなっているか」「学習
指導要領の目標や内容等を踏まえ、確かな学力の育
成を図れるものとなっているか」「学習効果や使いや
すさ、見やすさ（ユニバーサルデザイン）等の視点から
の表記・表現や体裁が整っているか」「教育のまち大村
を実現するための３つのキーワードであ
る豊かな学び、確かな育ち、多様な感性
の実現につながる内容となっているか」
の４点を重視している。

答

教科書採択について

　長崎県内で佐世保市、諫早市、雲仙市、波佐見町と
次々に給食費無償化の方針を打ち出している。市長は、
前の議会において「本来給食費の無償化は国が行うべき
だ」との答弁であったが、今後も自身が大村市長在任中に
おいては大村市独自の財源を用いて学校給食費を無償
化するというお気持ちはないのか。

　現在のところは考えていない。そのことを市
長選挙でも問うて信任を得たと考えている。

当選後もそのことをさまざまな団体、特に子育て世代
の方々に説明し、一定の理解を得ていると感じてい
る。また、国におけるこども家庭庁の発足や岸田総理
の方針から、給食費の無償化と保育料の無償化につ
いてはここ１年以内で決着をつけるべき
だと思っており、国において一律の決着
をつけていただきたいと考えている。

答

給食の無償化について

　現在、申請方法は希望者から学校と教育委員会へ使用
済みの封筒などに入れて提出・送付となっているが、忙し
くて平日に提出に行けない方もいる。令和６年度から長崎
市や、諫早市ではオンライン申請が始まる。大村市におい
ても必要としている人を取り残さないためにも、窓口申請
だけではなく、オンラインでの申請も可能にしてほしい。

　申請については長崎市が長崎県のシステム
を利用し、申請の受け付けを行っており、諫早

市においても令和６年度から実施予定とのことであ
る。本市においても、県のシステムである長崎県電子
自治体共同システムを利用したオンライン申請の実
施に向け、準備を進めていきたいと考え
ている。

答

就学援助制度の
申請方法について

　市道や農道など生活道路を一括して維持管理する部署
を設けることは、市民にとって分かりやすく、ある意味「柔
軟性」を持ったものと考える。職員数を確保することで、市
民に分かりやすい組織をつくり、一括して維持管理する部
署を設置することが前に進むのであればとても良いこと
だと思うが、市長の考えを尋ねる。

　農道などを含めた生活道路の維持管理をす
るため、組織の一元化を行えば、市民の立場

から考えると分かりやすいものになると考えている。
現在は、補助事業等の採択において所管する省庁が
違うことから、補助のメニューによって産業振興部と
都市整備部で分けて、協働しながら作業を進めてい
る。今後も関係する部署と情報共有を行
いながら、維持管理する部署を都市整備
部内に設けることも含めて調査研究を
進めていく。

答

生活道路の管理について

　真珠研究所跡地は大村公園の南東に位置し、大村湾に
接しており湾や西彼杵半島など絶景を望む位置にあるた
め、この地を公園化することで、今までの大村公園にな
かった新たな魅力を生み出す公園になると考えるが、どう
か。また、公園内の照明が全体的に暗く、大変危険であ
り、もっと明るくできないか市の見解を尋ねる。

　真珠研究所跡地の整備については、令和５
年度はカイヅカイブキなどの伐採を行い、景

観の改善を図っている。大村公園のさらなる魅力向
上のために、関係団体や近隣町内会からの意見を聞
きながら、真珠研究所跡地の利活用も含めた「大村公
園の魅力向上に関する構想」の令和５年度末策定を
目標に作業を進めている。この構想の中で、大村公園
内の照明についても安全管理面や、樹木
へのライトアップなどの演出面で検討を
行っており、明るさが不足している等危
険な箇所から改善を図っていきたい。

答

大村公園をさらに美しく！！
南波 伸孝 議員

里脇 清隆 議員永尾 髙宣 議員

永尾 髙宣 議員 晦日 房和 議員

髙見 龍也 議員堀内    学 議員

村上 秀明 議員
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　学校体育館の照明の基準は300ルクス以上だが桜が
原中学校体育館は一番明るい場所で200ルクス、暗い所
は100ルクスしかなく、暗くて危険でありＬＥＤ化の年次計
画を待てる状況ではない。毎年中総体のバドミントンの会
場となっており、取りあえず水銀灯の電球を換えて今年の
中総体に間に合うよう対応を求める。

　桜が原中学校体育館の水銀灯については、
経年劣化により照度が不十分なものがあるた

め、速やかに電球の取り換えを行い、ＬＥＤ化について
も年次計画を立案し進めていければと考えている。

答

桜中体育館の電気が暗い
早急な対応を求める

　日本の近代女子教育者で知的障がい児教育に生涯を
ささげた石井筆子。本年2024年には没後80周年を迎え
るが、市としてどのような取り組みを行っており、反響は
どうであったか尋ねる。また、市長は何回も足を運んでＮ
ＨＫに対して石井筆子ドラマ化実現のために要望をしてき
ているが、その手応え、可能性について尋ねる。

　広報おおむら１月号において、石井筆子の
表紙および２ページの特集を組んでおり、１月

24日、25日には、本市とおおむらケーブルテレビとの
共同制作番組として石井筆子の生涯、功績をひもとく
番組を放送している。反響としては、「特集が組まれた
ことがうれしい」などの声を頂いている。また、１月25
日には、ＮＨＫ放送センターに対し、石井
筆子のドラマ化について提案、要望を
行ったが、ＮＨＫ側から前向きな返答を頂
いており、手応えを感じている。

答

石井筆子ドラマ化を
目指して！！

　令和６年７月下旬から８月にかけ高校生スポーツの祭典
インターハイが開催され、本市ではソフトボールと卓球の
２競技が行われる。前回開催された北海道の視察では、各
競技の参加者は１万人以上と聞くが、運営上参考にした
いことなどについて尋ねる。また、本大会の市民への周知
活動の中で代表的な例についても尋ねる。

　どの会場も非常に清掃が行き届いており、
清潔に管理されていた。また、急な雨等による

開始時間の変更や試合途中で中断を余儀なくされる
場面では、場内放送や本部での掲示によりうまく対応
されていたため、参考にしたい。周知については、ＰＲ
のぼりや懸垂幕などの設置、チラシやティッシュなど
の配布、広報おおむらへの記事の掲載、インスタグラ
ムなどのＳＮＳを活用した情報発信を考えている。その
他高校生がデザインした大会初日まで
のカウントダウンボードを市役所、シー
ハットおおむら、長崎空港、新大村駅に設
置する予定である。

答

北部九州インターハイ
への本市の対応

　教科書採択は、教育機関が教育目標やカリキュラムに
沿った最適な教材を選定するために行われる。教科書は
生徒の学習内容や方法に大きな影響を与えるため、適切
な教科書を選ぶことは非常に重要だと考える。本市の公
立学校で使用される教科書選定において、どのような点
を重視されているか教育長の考えを尋ねる。

　教科書を採択する際には「教育基本法の理
念や第三期長崎県教育振興基本計画および

大村市教育振興基本計画の趣旨・内容を踏まえ、豊か
な人間性の育成を図れるものとなっているか」「学習
指導要領の目標や内容等を踏まえ、確かな学力の育
成を図れるものとなっているか」「学習効果や使いや
すさ、見やすさ（ユニバーサルデザイン）等の視点から
の表記・表現や体裁が整っているか」「教育のまち大村
を実現するための３つのキーワードであ
る豊かな学び、確かな育ち、多様な感性
の実現につながる内容となっているか」
の４点を重視している。

答

教科書採択について

　長崎県内で佐世保市、諫早市、雲仙市、波佐見町と
次々に給食費無償化の方針を打ち出している。市長は、
前の議会において「本来給食費の無償化は国が行うべき
だ」との答弁であったが、今後も自身が大村市長在任中に
おいては大村市独自の財源を用いて学校給食費を無償
化するというお気持ちはないのか。

　現在のところは考えていない。そのことを市
長選挙でも問うて信任を得たと考えている。

当選後もそのことをさまざまな団体、特に子育て世代
の方々に説明し、一定の理解を得ていると感じてい
る。また、国におけるこども家庭庁の発足や岸田総理
の方針から、給食費の無償化と保育料の無償化につ
いてはここ１年以内で決着をつけるべき
だと思っており、国において一律の決着
をつけていただきたいと考えている。

答

給食の無償化について

　現在、申請方法は希望者から学校と教育委員会へ使用
済みの封筒などに入れて提出・送付となっているが、忙し
くて平日に提出に行けない方もいる。令和６年度から長崎
市や、諫早市ではオンライン申請が始まる。大村市におい
ても必要としている人を取り残さないためにも、窓口申請
だけではなく、オンラインでの申請も可能にしてほしい。

　申請については長崎市が長崎県のシステム
を利用し、申請の受け付けを行っており、諫早

市においても令和６年度から実施予定とのことであ
る。本市においても、県のシステムである長崎県電子
自治体共同システムを利用したオンライン申請の実
施に向け、準備を進めていきたいと考え
ている。

答

就学援助制度の
申請方法について

　市道や農道など生活道路を一括して維持管理する部署
を設けることは、市民にとって分かりやすく、ある意味「柔
軟性」を持ったものと考える。職員数を確保することで、市
民に分かりやすい組織をつくり、一括して維持管理する部
署を設置することが前に進むのであればとても良いこと
だと思うが、市長の考えを尋ねる。

　農道などを含めた生活道路の維持管理をす
るため、組織の一元化を行えば、市民の立場

から考えると分かりやすいものになると考えている。
現在は、補助事業等の採択において所管する省庁が
違うことから、補助のメニューによって産業振興部と
都市整備部で分けて、協働しながら作業を進めてい
る。今後も関係する部署と情報共有を行
いながら、維持管理する部署を都市整備
部内に設けることも含めて調査研究を
進めていく。

答

生活道路の管理について

　真珠研究所跡地は大村公園の南東に位置し、大村湾に
接しており湾や西彼杵半島など絶景を望む位置にあるた
め、この地を公園化することで、今までの大村公園にな
かった新たな魅力を生み出す公園になると考えるが、どう
か。また、公園内の照明が全体的に暗く、大変危険であ
り、もっと明るくできないか市の見解を尋ねる。

　真珠研究所跡地の整備については、令和５
年度はカイヅカイブキなどの伐採を行い、景

観の改善を図っている。大村公園のさらなる魅力向
上のために、関係団体や近隣町内会からの意見を聞
きながら、真珠研究所跡地の利活用も含めた「大村公
園の魅力向上に関する構想」の令和５年度末策定を
目標に作業を進めている。この構想の中で、大村公園
内の照明についても安全管理面や、樹木
へのライトアップなどの演出面で検討を
行っており、明るさが不足している等危
険な箇所から改善を図っていきたい。

答

大村公園をさらに美しく！！
南波 伸孝 議員

里脇 清隆 議員永尾 髙宣 議員

永尾 髙宣 議員 晦日 房和 議員

髙見 龍也 議員堀内    学 議員

村上 秀明 議員
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　現在、日泊地区において砂防ダムの改修工事のための
作業道路の建設が計画されている。その道路は砂防ダム
改修工事終了後、管理道路として残されるとのことであ
るが、その管理道路と内倉地区基盤整備の中で造成され
る道路を結び、新たな市道として整備できないか見解を
問う。

　県央振興局に確認したところ、管理用道路
は砂防ダムの維持管理に必要な機能しかな

く、一般車両の通行を想定していないとのことであ
る。この管理用道路を利用して新たな市道を整備す
ると仮定すると、周辺が急な傾斜が続く地形であり、
最短経路で市道に接続するとしても道路勾配が30％
以上となる。また、道路整備を行うには深さ20メート
ル以上の切土工事が発生し技術的に困
難であり、周辺の地形にも大きな影響を
与えることから整備は困難であると考え
ている。

答

日泊地区での新たな
道路建設について

　福重地区の住民センター裏の広場について、災害時の
避難場所や夏祭り開催のため竹林伐採をしているが、埋
蔵文化財の確認調査後の状況について問う。また、木場町
の旭が丘小学校裏の土地について、地元町内会へ開放す
るよう市長へ要望しているが、これに対する考えを問う。
さらに、鈴田地区の旧最終処分場跡地へのスケートボード
ができる公園設置を提案するが、今後の方針を問う。

　福重地区の広場については、調査の結果、
地下の今富城跡の埋没等が確認されており、

開発に当たっては、それらを壊さないという条件で処
理をしている。旭が丘小学校裏の土地については、地
元町内会において整備や維持管理等を行うのであれ
ば、貸し出しの可能性はあると考えている。今後も地
元町内会の皆さまとしっかり話をしていきたい。旧最
終処分場跡地の活用については、多目
的広場やトイレ、ベンチのほか、スケート
ボードやストリートバスケットボールがで
きる広場などを計画している。

答

福重地区広場・木場町広場・
鈴田地区広場

　２月12日の新聞に「県内と周辺の活断層」の記事がある
が、その中で、「大村－諫早北西付近断層帯」が図示され
ている。新庁舎建設予定地もかかっているようだが、どの
ように判断しているのか。また、耐震対策はどのように考
えているのか。

　活断層は建設地にはかかっておらず、空中
写真判読や現地調査の結果においても建設

地周辺の地面にずれやひずみは確認できていない。
ボーリング調査においても断層を示唆するものはな
かったため、建設地に断層がある可能性は低いとい
う評価になっている。今回整備する新庁舎について
は、国が定める官庁施設の総合耐震・対津波計画基
準における最も高い基準を目標としており、大震災等
の災害発生時においても、市民や職員の
安全を確保し、防災拠点としての機能を
維持できる安全性の高い庁舎となるよう
に考えている。

答

新庁舎建設計画について

　２月15日の新聞に「大村人口年内にも10万人、市がカ
ウントダウン開始」との記事が載せられているが、市政に
とって、市民にとってどのような効果が期待されるのか。
また、今後の人口の動きはどうなるのか。

　財政面については、人口が10万人に到達す
ることによって、特別に財政措置が行われるこ

とはないが、人口減少が続く日本、長崎県において新
たな10万都市が誕生することは、市民が大村の住み
やすさを再認識し、「我がまちへの誇り」を抱く機会と
なり、今後の定住促進、人口流出の抑制に大きな効果
があると考えている。今後の人口の変動については、
令和４年９月に更新した大村市人口ビジョンにおい
て、2030年に10万705人とピークに達
した後、徐々に減少していくと推計して
おり、将来的な人口減少は避けることが
できないと考えている。

答

人口増について

　能登半島地震により石川県で多くの被災者が今なお不
自由な生活をされている。復旧等の対応のために本市を
含め全国の自治体から職員が派遣されているが、本市で
はこれまで何名の職員が、どのような仕事を、いつまでさ
れているのか。また、今後も国・県から職員の派遣依頼が
あれば対応はできるのか尋ねる。

　今年１月18日から27日まで応急給水活動
のため上下水道局職員２名、１月26日から２月

１日まで被災者の健康支援のため保健師２名と事務
職員１名、同期間で仮設住宅建設等の契約事務のた
め事務職員１名、２月20日から27日まで住宅の被害
認定調査のため事務職員２名の合計８名
を派遣している。今後も国・県等の協力
要請があれば、可能な限り職員を派遣し
ていきたいと考えている。

答

能登半島地震復旧のための
本市職員の派遣

　工事等請負契約で競争入札によらず、任意の者と契約
する方法を随意契約というが、要件が限られている。法律
の上限は130万円であるが、市の規則で相見積もりを要
しない上限は30万円である。しかし、この金額は、ずっと
以前に定められたものであり、現状にそぐわず、業者泣か
せである。早急に改善を求めるが、どうか。

　工事または製造の請負における１者からの
見積もりによる随意契約の限度額30万円に

ついては、近隣他市の状況と比較しても同等程度か
高い状況である。限度額の見直しについては、昨今の
材料費や人件費の上昇もあるため、工事または製造
の請負だけではなく、財務規則第122条の３において
定める契約の種類全体のこととして、今
後も公平性を確保しながら、改定が可能
か他市町の状況も踏まえ調査研究をし
ていきたい。

答

工事等請負契約における
随意契約について

　本市のＤＸ推進計画においてＡＩ、ＲＰＡの導入・活用の推
進と記載があるが現在の進捗状況と目標達成状況を尋
ねる。また、具体的な業務プロセスの自動化による時間短
縮と効率向上は実現されているのかについて尋ねる。

　令和２年度にＡＩ議事録、令和３年度に勤怠
管理システム、令和４年度に文書管理システム

を導入し、行政事務の効率化、ペーパーレス化等を
図ってきた。令和５年度にはグラフィック作成サービ
スや保育園ＡＩマッチングを導入し、特に保育園ＡＩマッ
チングでは、これまで職員２人で約100時間を要して
いた保育所一斉入所の選考作業が約14分で完了す
るなどの成果を上げている。今後は、情報が電子化さ
れ、運営フローが明確に定まっている業
務など、ＲＰＡが最大の効果を発揮する業
務を選定して、費用対効果を見極めなが
ら導入に向けて検討を進めていく。

答

ＤＸ推進計画の進捗に
ついて

　大村市歌は現在、小・中学校行事や市の行事等でよく
歌われている。小・中学生以外の世代にはどれほど認知さ
れているのだろうか。毎日正午と夕方に、屋外スピーカー
より曲が流されており、「野ばら」と「夕焼け小焼け」だと思
うが、その曲である必要性があるのか。大村市歌を流せ
ないのか。市民の大村市歌の認知度を高めようと考えれ
ば検討すべき。

　大村市歌に変更するとした場合、歌詞のな
いメロディー音としてかつ30秒程度に収まる

よう編曲作業が必要になるとともに、市内58カ所の
全ての屋外スピーカーの機器において曲データの更
新、動作確認作業が発生するため、１カ月の工期と、
400万円弱の費用が発生することとなる。このような
理由から、現時点での変更は考えていな
いが、機器の更新の際など新たな費用が
発生しないタイミングにおいて、変更で
きないか検討していきたい。

答

大村市歌の認知状況と
市民への周知拡大

山口 弘宣 議員高濵 広司 議員

中村 仁飛 議員田中 秀和 議員

朝長 英美 議員

松尾 祥秀 議員松尾 祥秀 議員

晦日 房和 議員



行財政・一般行財政・一般

行財政・一般行財政・一般 行財政・一般行財政・一般

都市整備 都市整備

市政一般質問

17 市議会だよりおおむら 16市議会だよりおおむら

　現在、日泊地区において砂防ダムの改修工事のための
作業道路の建設が計画されている。その道路は砂防ダム
改修工事終了後、管理道路として残されるとのことであ
るが、その管理道路と内倉地区基盤整備の中で造成され
る道路を結び、新たな市道として整備できないか見解を
問う。

　県央振興局に確認したところ、管理用道路
は砂防ダムの維持管理に必要な機能しかな

く、一般車両の通行を想定していないとのことであ
る。この管理用道路を利用して新たな市道を整備す
ると仮定すると、周辺が急な傾斜が続く地形であり、
最短経路で市道に接続するとしても道路勾配が30％
以上となる。また、道路整備を行うには深さ20メート
ル以上の切土工事が発生し技術的に困
難であり、周辺の地形にも大きな影響を
与えることから整備は困難であると考え
ている。

答

日泊地区での新たな
道路建設について

　福重地区の住民センター裏の広場について、災害時の
避難場所や夏祭り開催のため竹林伐採をしているが、埋
蔵文化財の確認調査後の状況について問う。また、木場町
の旭が丘小学校裏の土地について、地元町内会へ開放す
るよう市長へ要望しているが、これに対する考えを問う。
さらに、鈴田地区の旧最終処分場跡地へのスケートボード
ができる公園設置を提案するが、今後の方針を問う。

　福重地区の広場については、調査の結果、
地下の今富城跡の埋没等が確認されており、

開発に当たっては、それらを壊さないという条件で処
理をしている。旭が丘小学校裏の土地については、地
元町内会において整備や維持管理等を行うのであれ
ば、貸し出しの可能性はあると考えている。今後も地
元町内会の皆さまとしっかり話をしていきたい。旧最
終処分場跡地の活用については、多目
的広場やトイレ、ベンチのほか、スケート
ボードやストリートバスケットボールがで
きる広場などを計画している。

答

福重地区広場・木場町広場・
鈴田地区広場

　２月12日の新聞に「県内と周辺の活断層」の記事がある
が、その中で、「大村－諫早北西付近断層帯」が図示され
ている。新庁舎建設予定地もかかっているようだが、どの
ように判断しているのか。また、耐震対策はどのように考
えているのか。

　活断層は建設地にはかかっておらず、空中
写真判読や現地調査の結果においても建設

地周辺の地面にずれやひずみは確認できていない。
ボーリング調査においても断層を示唆するものはな
かったため、建設地に断層がある可能性は低いとい
う評価になっている。今回整備する新庁舎について
は、国が定める官庁施設の総合耐震・対津波計画基
準における最も高い基準を目標としており、大震災等
の災害発生時においても、市民や職員の
安全を確保し、防災拠点としての機能を
維持できる安全性の高い庁舎となるよう
に考えている。

答

新庁舎建設計画について

　２月15日の新聞に「大村人口年内にも10万人、市がカ
ウントダウン開始」との記事が載せられているが、市政に
とって、市民にとってどのような効果が期待されるのか。
また、今後の人口の動きはどうなるのか。

　財政面については、人口が10万人に到達す
ることによって、特別に財政措置が行われるこ

とはないが、人口減少が続く日本、長崎県において新
たな10万都市が誕生することは、市民が大村の住み
やすさを再認識し、「我がまちへの誇り」を抱く機会と
なり、今後の定住促進、人口流出の抑制に大きな効果
があると考えている。今後の人口の変動については、
令和４年９月に更新した大村市人口ビジョンにおい
て、2030年に10万705人とピークに達
した後、徐々に減少していくと推計して
おり、将来的な人口減少は避けることが
できないと考えている。

答

人口増について

　能登半島地震により石川県で多くの被災者が今なお不
自由な生活をされている。復旧等の対応のために本市を
含め全国の自治体から職員が派遣されているが、本市で
はこれまで何名の職員が、どのような仕事を、いつまでさ
れているのか。また、今後も国・県から職員の派遣依頼が
あれば対応はできるのか尋ねる。

　今年１月18日から27日まで応急給水活動
のため上下水道局職員２名、１月26日から２月

１日まで被災者の健康支援のため保健師２名と事務
職員１名、同期間で仮設住宅建設等の契約事務のた
め事務職員１名、２月20日から27日まで住宅の被害
認定調査のため事務職員２名の合計８名
を派遣している。今後も国・県等の協力
要請があれば、可能な限り職員を派遣し
ていきたいと考えている。

答

能登半島地震復旧のための
本市職員の派遣

　工事等請負契約で競争入札によらず、任意の者と契約
する方法を随意契約というが、要件が限られている。法律
の上限は130万円であるが、市の規則で相見積もりを要
しない上限は30万円である。しかし、この金額は、ずっと
以前に定められたものであり、現状にそぐわず、業者泣か
せである。早急に改善を求めるが、どうか。

　工事または製造の請負における１者からの
見積もりによる随意契約の限度額30万円に

ついては、近隣他市の状況と比較しても同等程度か
高い状況である。限度額の見直しについては、昨今の
材料費や人件費の上昇もあるため、工事または製造
の請負だけではなく、財務規則第122条の３において
定める契約の種類全体のこととして、今
後も公平性を確保しながら、改定が可能
か他市町の状況も踏まえ調査研究をし
ていきたい。

答

工事等請負契約における
随意契約について

　本市のＤＸ推進計画においてＡＩ、ＲＰＡの導入・活用の推
進と記載があるが現在の進捗状況と目標達成状況を尋
ねる。また、具体的な業務プロセスの自動化による時間短
縮と効率向上は実現されているのかについて尋ねる。

　令和２年度にＡＩ議事録、令和３年度に勤怠
管理システム、令和４年度に文書管理システム

を導入し、行政事務の効率化、ペーパーレス化等を
図ってきた。令和５年度にはグラフィック作成サービ
スや保育園ＡＩマッチングを導入し、特に保育園ＡＩマッ
チングでは、これまで職員２人で約100時間を要して
いた保育所一斉入所の選考作業が約14分で完了す
るなどの成果を上げている。今後は、情報が電子化さ
れ、運営フローが明確に定まっている業
務など、ＲＰＡが最大の効果を発揮する業
務を選定して、費用対効果を見極めなが
ら導入に向けて検討を進めていく。

答

ＤＸ推進計画の進捗に
ついて

　大村市歌は現在、小・中学校行事や市の行事等でよく
歌われている。小・中学生以外の世代にはどれほど認知さ
れているのだろうか。毎日正午と夕方に、屋外スピーカー
より曲が流されており、「野ばら」と「夕焼け小焼け」だと思
うが、その曲である必要性があるのか。大村市歌を流せ
ないのか。市民の大村市歌の認知度を高めようと考えれ
ば検討すべき。

　大村市歌に変更するとした場合、歌詞のな
いメロディー音としてかつ30秒程度に収まる

よう編曲作業が必要になるとともに、市内58カ所の
全ての屋外スピーカーの機器において曲データの更
新、動作確認作業が発生するため、１カ月の工期と、
400万円弱の費用が発生することとなる。このような
理由から、現時点での変更は考えていな
いが、機器の更新の際など新たな費用が
発生しないタイミングにおいて、変更で
きないか検討していきたい。

答

大村市歌の認知状況と
市民への周知拡大

山口 弘宣 議員高濵 広司 議員

中村 仁飛 議員田中 秀和 議員

朝長 英美 議員

松尾 祥秀 議員松尾 祥秀 議員

晦日 房和 議員
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市政一般質問

答

　市長はこれまで、シティセールスの対象として大手ゲー
ム会社にアプローチされたことはあるか。桃太郎電鉄、信
長の野望など人気ゲームに対して、本市にゆかりのある
コンテンツをゲームに組み込んでもらえるような働きか
けをするべきではないか。本市の知名度向上に大きく寄
与すると考えるが、市長の見解を尋ねる。

ゲームの世界に大村を！

○入江　詩子
ファミリーサポートセンターの進捗状況／地域福祉の推進
／市政における社会福祉協議会の役割と評価、職員体制・
給与の改善／福祉関連窓口業務／困難事例への対応／他

○村上　秀明
農業者の確保育成／大村市農業経営規模拡大等資金融
資制度／浜の活力再生プラン／他

○里脇　清隆
水陸機動連隊の訓練開始に向けた施設整備等に関する課
題／稚魚の放流等水産業支援／農地転用許可権限取得
に係る国の指定の取り組み／大村市交通安全協会の活動
支援／人口10万人カウントダウン／他

○永尾　髙宣
モーターボート４年連続「売り上げ日本一」の可能性／新
規・親元就農者の支援／農福連携推進／北部インターハ
イのおもてなし／移住・定住促進／郷土歴史の振興／他

○松尾　祥秀
ワンチーム／新庁舎建設計画／人口増／しあわせ循環コ
ミュニティ事業

○晦日　房和
能登半島地震、職員派遣、本市の災害対策／市長のマニ
フェスト／ボートレース事業、収益基金の活用／全国学力
テスト、全国体力テスト／北部九州インターハイ、日本ス
ポーツマスターズ／他

○水上　享
ＩＲの不認定による影響／長崎空港24時間化／新大村駅
の乗降者数／新幹線速達便の停車本数増／新大村駅～
長崎駅の特急料金の引き下げ／大村インターバス停の改
善／農林行政／民生委員への支援策

○永山　真美
防災会議における女性委員の登用促進、会計年度任用職
員の給与改定、市の男性職員の育休取得促進、パートナー
シップ宣誓制度の拡充と理解促進／国保税の引き下げ／
物価高騰に対する事業者支援／他

○高濵　広司
中学校体育館の空調整備／給食費の保護者負担の軽減
／財産の取得・処分／大谷選手寄贈のグローブ／組織体
制／ユネスコ文化遺産／他

○南波　伸孝
新型コロナワクチン接種後遺障害、予防接種台帳の保存
期間／公立学校で使用される教科書採択／日本橋長崎館
の活用／民生委員に対する支援や措置／他

○久保　和幸
バス路線の見直し、ライドシェア、空港からインターチェン
ジまでの路線／職員の就業環境、職員増に伴う職員の配
置、機構の見直し／当初予算、公共施設維持管理に係る
基金積立金の創設／他

○中村　仁飛
本市のハラスメント相談体制と防止に向けた取り組み／
議会フロア／ＤＸ推進計画の進捗／市営住宅のハトのふ
ん・騒音被害／残骨灰

○山口　弘宣
石川県能登半島地震を教訓とした耐震基準に満たない住
宅の改修／老人クラブへの補助事業の拡大／大村市ごみ
処理施設整備計画／他

○田中　秀和
内部統制の体制強化／環境センターＣＯ２分離回収／ゼ
ロカーボン推進パートナー制度／健康づくりアプリ「歩
こーで」／国道34号拡幅と道の駅の諫早市との連携／都
市計画道路鬼橋坂口線周辺整備／他

○髙見　龍也
交通弱者への支援策／給食の無償化／今年度の大村市
内の教員不足の状況／大村市教育委員会が出した「教職
員の働き方改革」の進捗状況／校長の職務命令や学年主
任の指導に従わない教諭への処分／他

○光山　千絵
しあわせ循環コミュニティ事業利用サポート体制、情報管
理と防犯対策、マイナンバーカード非保有者への対応／循
環型エコ農法アクアポニックス導入事例と効果／商店街
活性化進捗状況と先進事例／他

○中崎　秀紀
犯罪のない安全・安心まちづくり、サイバー空間犯罪認知
件数、犯罪対策、青パト配備要望／ファミリー・サポート・セ
ンター事業／地域ふれあい館、通いの場、アプリ活用要望
／農福連携、機構改革／他

○小林　史政
長崎ＩＲの不認定結果による大村市への影響／大村バス
ターミナルビルの建て替えと再開発事業／介護人材の確
保と今後／通学区域の変更

○村崎　浩史
市長が挑戦されたい次なる「大構想」／自治体ライドシェ
アの動きに関する市長の見解／特別職（市長・議員など）を
対象としたハラスメント防止条例の制定／他

○堀内　学
スクール・サポート・スタッフ全校配置、就学援助費目の拡
充／市内事業者におけるミライロＩＤの活用への周知・取
り組み／地域おこし協力隊の進捗状況

○朝長　英美
東日本大震災、熊本地震、倉敷市豪雨災害、大村市福重豪
雨災害、能登半島地震／郷土芸能の実態や支援、夏越ま
つり補助金／言泉寮跡地、須田ノ木町広場、福重地区広
場、木場町広場／他

各議員が通告した質問項目は以下のとおりです。
行財政・一般行財政・一般

令和6年６月定例会の予定

答 　大手ゲーム会社に訪問したことはない。すぐ
に調査して、大手ゲーム会社にプレゼンテー

ション、売り込みに行きたい。ゲームは大村市のいろ
いろな暮らし、特産品、観光を発信できるツールであ
ると考える。歴史観光を生かしていく意
味においてもどういったゲームがいいの
かリサーチして、早速シティセールスを
行いたい。

　現在、モーターボート競走事業収益基金だけで約200
億円を保有している。一例だが、ＪＲ九州の株式を購入し、
株主の立場として地域交通の利便性を高めていく手法も
ある。平成20年より、リスク分散、政策的な観点から、保
有する現金の一部を運用することを提言してきたが、財政
部局の見解を尋ねる。

答

現金は政策的に
使われるべき

行財政・一般

　平成20年度には１億円の国債を購入し、５年
間の運用を行っている。令和５年度には長崎県

の地方債証券を５億円分購入し、10年間の運用を
行っているところである。県内他市の有価証券保有
率は平均で基金の２割程度を国債証券や地方債証券
といった有価証券で運用されており、本市の基金に当
てはめると約50億円になる。運用可能な額について
は、今後の大型建設事業の建設時期な
どによって大きく変わるため、財政状況
を見ながら資金不足を起こさないように
運用を図っていきたい。

　マイナンバーカードを持たない方には、メー
ルアドレスを用いたビジターＩＤを発行するよう

にしており、情報の閲覧など、サービスの一部の利用
が可能である。また、子育て相談予約などは、電話で
も可能であり、紙の母子手帳もこれまでどおり発行す
る。これからの人口減少社会に立ち向かう中で、将来
にわたって行政サービスを維持するためには、デジタ
ル化に積極的に取り組んでいく必要があるため、デ
ジタルが不得意な方にも丁寧にサポー
トしながら、大村未来都市構想に基づ
き、引き続き、さまざまなＤＸを進めて
いく。

　３月開始の本事業は「誰一人取り残さない」ためと言う
が、マイナンバーカード保有者しかサービスが受けられず
公平性に大いに欠ける。また高齢者等のデジタル弱者と
言われる方々を「取り残し」て、市民への情報格差とサー
ビス格差を生み出すものではないか。行政施策として格
差を拡大する事業は問題と考えるが見解を問う。

しあわせ循環コミュニティ
事業の問題点は？

光山 千絵 議員村崎 浩史 議員

村崎 浩史 議員
13日（木）10時
　　　●本会議（議案審議・委員会付託）
　　　●一般会計予算決算委員会全体会（付託案件分担協議）

17日（月）～21日（金）10時
　　　●本会議（市政一般質問）

24日（月）・25日（火）10時
　　　●委員会（付託案件審査）
　　　●一般会計予算決算委員会分科会（分担事項審査）

26日（水）13時
　　　●委員会（付託案件審査）
　　　●一般会計予算決算委員会分科会（分担事項意見集約）

１日（月）10時
　　　●一般会計予算決算委員会全体会（分担事項審査報告・
　　　　付託案件採決）

３日（水）10時
　　　●本会議（議案審議・委員会審査報告・採決）
※定例会の予定（日時等）は変更となる場合があります。
　６月10日（月）の議会運営委員会で決定します。

６月 JUNE

7月 JULY

19 市議会だよりおおむら 18市議会だよりおおむら

市政一般質問

答

　市長はこれまで、シティセールスの対象として大手ゲー
ム会社にアプローチされたことはあるか。桃太郎電鉄、信
長の野望など人気ゲームに対して、本市にゆかりのある
コンテンツをゲームに組み込んでもらえるような働きか
けをするべきではないか。本市の知名度向上に大きく寄
与すると考えるが、市長の見解を尋ねる。

ゲームの世界に大村を！

○入江　詩子
ファミリーサポートセンターの進捗状況／地域福祉の推進
／市政における社会福祉協議会の役割と評価、職員体制・
給与の改善／福祉関連窓口業務／困難事例への対応／他

○村上　秀明
農業者の確保育成／大村市農業経営規模拡大等資金融
資制度／浜の活力再生プラン／他

○里脇　清隆
水陸機動連隊の訓練開始に向けた施設整備等に関する課
題／稚魚の放流等水産業支援／農地転用許可権限取得
に係る国の指定の取り組み／大村市交通安全協会の活動
支援／人口10万人カウントダウン／他

○永尾　髙宣
モーターボート４年連続「売り上げ日本一」の可能性／新
規・親元就農者の支援／農福連携推進／北部インターハ
イのおもてなし／移住・定住促進／郷土歴史の振興／他

○松尾　祥秀
ワンチーム／新庁舎建設計画／人口増／しあわせ循環コ
ミュニティ事業

○晦日　房和
能登半島地震、職員派遣、本市の災害対策／市長のマニ
フェスト／ボートレース事業、収益基金の活用／全国学力
テスト、全国体力テスト／北部九州インターハイ、日本ス
ポーツマスターズ／他

○水上　享
ＩＲの不認定による影響／長崎空港24時間化／新大村駅
の乗降者数／新幹線速達便の停車本数増／新大村駅～
長崎駅の特急料金の引き下げ／大村インターバス停の改
善／農林行政／民生委員への支援策

○永山　真美
防災会議における女性委員の登用促進、会計年度任用職
員の給与改定、市の男性職員の育休取得促進、パートナー
シップ宣誓制度の拡充と理解促進／国保税の引き下げ／
物価高騰に対する事業者支援／他

○高濵　広司
中学校体育館の空調整備／給食費の保護者負担の軽減
／財産の取得・処分／大谷選手寄贈のグローブ／組織体
制／ユネスコ文化遺産／他

○南波　伸孝
新型コロナワクチン接種後遺障害、予防接種台帳の保存
期間／公立学校で使用される教科書採択／日本橋長崎館
の活用／民生委員に対する支援や措置／他

○久保　和幸
バス路線の見直し、ライドシェア、空港からインターチェン
ジまでの路線／職員の就業環境、職員増に伴う職員の配
置、機構の見直し／当初予算、公共施設維持管理に係る
基金積立金の創設／他

○中村　仁飛
本市のハラスメント相談体制と防止に向けた取り組み／
議会フロア／ＤＸ推進計画の進捗／市営住宅のハトのふ
ん・騒音被害／残骨灰

○山口　弘宣
石川県能登半島地震を教訓とした耐震基準に満たない住
宅の改修／老人クラブへの補助事業の拡大／大村市ごみ
処理施設整備計画／他

○田中　秀和
内部統制の体制強化／環境センターＣＯ２分離回収／ゼ
ロカーボン推進パートナー制度／健康づくりアプリ「歩
こーで」／国道34号拡幅と道の駅の諫早市との連携／都
市計画道路鬼橋坂口線周辺整備／他

○髙見　龍也
交通弱者への支援策／給食の無償化／今年度の大村市
内の教員不足の状況／大村市教育委員会が出した「教職
員の働き方改革」の進捗状況／校長の職務命令や学年主
任の指導に従わない教諭への処分／他

○光山　千絵
しあわせ循環コミュニティ事業利用サポート体制、情報管
理と防犯対策、マイナンバーカード非保有者への対応／循
環型エコ農法アクアポニックス導入事例と効果／商店街
活性化進捗状況と先進事例／他

○中崎　秀紀
犯罪のない安全・安心まちづくり、サイバー空間犯罪認知
件数、犯罪対策、青パト配備要望／ファミリー・サポート・セ
ンター事業／地域ふれあい館、通いの場、アプリ活用要望
／農福連携、機構改革／他

○小林　史政
長崎ＩＲの不認定結果による大村市への影響／大村バス
ターミナルビルの建て替えと再開発事業／介護人材の確
保と今後／通学区域の変更

○村崎　浩史
市長が挑戦されたい次なる「大構想」／自治体ライドシェ
アの動きに関する市長の見解／特別職（市長・議員など）を
対象としたハラスメント防止条例の制定／他

○堀内　学
スクール・サポート・スタッフ全校配置、就学援助費目の拡
充／市内事業者におけるミライロＩＤの活用への周知・取
り組み／地域おこし協力隊の進捗状況

○朝長　英美
東日本大震災、熊本地震、倉敷市豪雨災害、大村市福重豪
雨災害、能登半島地震／郷土芸能の実態や支援、夏越ま
つり補助金／言泉寮跡地、須田ノ木町広場、福重地区広
場、木場町広場／他

各議員が通告した質問項目は以下のとおりです。
行財政・一般行財政・一般

令和6年６月定例会の予定

答 　大手ゲーム会社に訪問したことはない。すぐ
に調査して、大手ゲーム会社にプレゼンテー

ション、売り込みに行きたい。ゲームは大村市のいろ
いろな暮らし、特産品、観光を発信できるツールであ
ると考える。歴史観光を生かしていく意
味においてもどういったゲームがいいの
かリサーチして、早速シティセールスを
行いたい。

　現在、モーターボート競走事業収益基金だけで約200
億円を保有している。一例だが、ＪＲ九州の株式を購入し、
株主の立場として地域交通の利便性を高めていく手法も
ある。平成20年より、リスク分散、政策的な観点から、保
有する現金の一部を運用することを提言してきたが、財政
部局の見解を尋ねる。

答

現金は政策的に
使われるべき

行財政・一般

　平成20年度には１億円の国債を購入し、５年
間の運用を行っている。令和５年度には長崎県

の地方債証券を５億円分購入し、10年間の運用を
行っているところである。県内他市の有価証券保有
率は平均で基金の２割程度を国債証券や地方債証券
といった有価証券で運用されており、本市の基金に当
てはめると約50億円になる。運用可能な額について
は、今後の大型建設事業の建設時期な
どによって大きく変わるため、財政状況
を見ながら資金不足を起こさないように
運用を図っていきたい。

　マイナンバーカードを持たない方には、メー
ルアドレスを用いたビジターＩＤを発行するよう

にしており、情報の閲覧など、サービスの一部の利用
が可能である。また、子育て相談予約などは、電話で
も可能であり、紙の母子手帳もこれまでどおり発行す
る。これからの人口減少社会に立ち向かう中で、将来
にわたって行政サービスを維持するためには、デジタ
ル化に積極的に取り組んでいく必要があるため、デ
ジタルが不得意な方にも丁寧にサポー
トしながら、大村未来都市構想に基づ
き、引き続き、さまざまなＤＸを進めて
いく。

　３月開始の本事業は「誰一人取り残さない」ためと言う
が、マイナンバーカード保有者しかサービスが受けられず
公平性に大いに欠ける。また高齢者等のデジタル弱者と
言われる方々を「取り残し」て、市民への情報格差とサー
ビス格差を生み出すものではないか。行政施策として格
差を拡大する事業は問題と考えるが見解を問う。

しあわせ循環コミュニティ
事業の問題点は？

光山 千絵 議員村崎 浩史 議員

村崎 浩史 議員
13日（木）10時
　　　●本会議（議案審議・委員会付託）
　　　●一般会計予算決算委員会全体会（付託案件分担協議）

17日（月）～21日（金）10時
　　　●本会議（市政一般質問）

24日（月）・25日（火）10時
　　　●委員会（付託案件審査）
　　　●一般会計予算決算委員会分科会（分担事項審査）

26日（水）13時
　　　●委員会（付託案件審査）
　　　●一般会計予算決算委員会分科会（分担事項意見集約）

１日（月）10時
　　　●一般会計予算決算委員会全体会（分担事項審査報告・
　　　　付託案件採決）

３日（水）10時
　　　●本会議（議案審議・委員会審査報告・採決）
※定例会の予定（日時等）は変更となる場合があります。
　６月10日（月）の議会運営委員会で決定します。

６月 JUNE

7月 JULY



19 市議会だよりおおむら 18市議会だよりおおむら

市政一般質問

答

　市長はこれまで、シティセールスの対象として大手ゲー
ム会社にアプローチされたことはあるか。桃太郎電鉄、信
長の野望など人気ゲームに対して、本市にゆかりのある
コンテンツをゲームに組み込んでもらえるような働きか
けをするべきではないか。本市の知名度向上に大きく寄
与すると考えるが、市長の見解を尋ねる。

ゲームの世界に大村を！

○入江　詩子
ファミリーサポートセンターの進捗状況／地域福祉の推進
／市政における社会福祉協議会の役割と評価、職員体制・
給与の改善／福祉関連窓口業務／困難事例への対応／他

○村上　秀明
農業者の確保育成／大村市農業経営規模拡大等資金融
資制度／浜の活力再生プラン／他

○里脇　清隆
水陸機動連隊の訓練開始に向けた施設整備等に関する課
題／稚魚の放流等水産業支援／農地転用許可権限取得
に係る国の指定の取り組み／大村市交通安全協会の活動
支援／人口10万人カウントダウン／他

○永尾　髙宣
モーターボート４年連続「売り上げ日本一」の可能性／新
規・親元就農者の支援／農福連携推進／北部インターハ
イのおもてなし／移住・定住促進／郷土歴史の振興／他

○松尾　祥秀
ワンチーム／新庁舎建設計画／人口増／しあわせ循環コ
ミュニティ事業

○晦日　房和
能登半島地震、職員派遣、本市の災害対策／市長のマニ
フェスト／ボートレース事業、収益基金の活用／全国学力
テスト、全国体力テスト／北部九州インターハイ、日本ス
ポーツマスターズ／他

○水上　享
ＩＲの不認定による影響／長崎空港24時間化／新大村駅
の乗降者数／新幹線速達便の停車本数増／新大村駅～
長崎駅の特急料金の引き下げ／大村インターバス停の改
善／農林行政／民生委員への支援策

○永山　真美
防災会議における女性委員の登用促進、会計年度任用職
員の給与改定、市の男性職員の育休取得促進、パートナー
シップ宣誓制度の拡充と理解促進／国保税の引き下げ／
物価高騰に対する事業者支援／他

○高濵　広司
中学校体育館の空調整備／給食費の保護者負担の軽減
／財産の取得・処分／大谷選手寄贈のグローブ／組織体
制／ユネスコ文化遺産／他

○南波　伸孝
新型コロナワクチン接種後遺障害、予防接種台帳の保存
期間／公立学校で使用される教科書採択／日本橋長崎館
の活用／民生委員に対する支援や措置／他

○久保　和幸
バス路線の見直し、ライドシェア、空港からインターチェン
ジまでの路線／職員の就業環境、職員増に伴う職員の配
置、機構の見直し／当初予算、公共施設維持管理に係る
基金積立金の創設／他

○中村　仁飛
本市のハラスメント相談体制と防止に向けた取り組み／
議会フロア／ＤＸ推進計画の進捗／市営住宅のハトのふ
ん・騒音被害／残骨灰

○山口　弘宣
石川県能登半島地震を教訓とした耐震基準に満たない住
宅の改修／老人クラブへの補助事業の拡大／大村市ごみ
処理施設整備計画／他

○田中　秀和
内部統制の体制強化／環境センターＣＯ２分離回収／ゼ
ロカーボン推進パートナー制度／健康づくりアプリ「歩
こーで」／国道34号拡幅と道の駅の諫早市との連携／都
市計画道路鬼橋坂口線周辺整備／他

○髙見　龍也
交通弱者への支援策／給食の無償化／今年度の大村市
内の教員不足の状況／大村市教育委員会が出した「教職
員の働き方改革」の進捗状況／校長の職務命令や学年主
任の指導に従わない教諭への処分／他

○光山　千絵
しあわせ循環コミュニティ事業利用サポート体制、情報管
理と防犯対策、マイナンバーカード非保有者への対応／循
環型エコ農法アクアポニックス導入事例と効果／商店街
活性化進捗状況と先進事例／他

○中崎　秀紀
犯罪のない安全・安心まちづくり、サイバー空間犯罪認知
件数、犯罪対策、青パト配備要望／ファミリー・サポート・セ
ンター事業／地域ふれあい館、通いの場、アプリ活用要望
／農福連携、機構改革／他

○小林　史政
長崎ＩＲの不認定結果による大村市への影響／大村バス
ターミナルビルの建て替えと再開発事業／介護人材の確
保と今後／通学区域の変更

○村崎　浩史
市長が挑戦されたい次なる「大構想」／自治体ライドシェ
アの動きに関する市長の見解／特別職（市長・議員など）を
対象としたハラスメント防止条例の制定／他

○堀内　学
スクール・サポート・スタッフ全校配置、就学援助費目の拡
充／市内事業者におけるミライロＩＤの活用への周知・取
り組み／地域おこし協力隊の進捗状況

○朝長　英美
東日本大震災、熊本地震、倉敷市豪雨災害、大村市福重豪
雨災害、能登半島地震／郷土芸能の実態や支援、夏越ま
つり補助金／言泉寮跡地、須田ノ木町広場、福重地区広
場、木場町広場／他

各議員が通告した質問項目は以下のとおりです。
行財政・一般行財政・一般

令和6年６月定例会の予定

答 　大手ゲーム会社に訪問したことはない。すぐ
に調査して、大手ゲーム会社にプレゼンテー

ション、売り込みに行きたい。ゲームは大村市のいろ
いろな暮らし、特産品、観光を発信できるツールであ
ると考える。歴史観光を生かしていく意
味においてもどういったゲームがいいの
かリサーチして、早速シティセールスを
行いたい。

　現在、モーターボート競走事業収益基金だけで約200
億円を保有している。一例だが、ＪＲ九州の株式を購入し、
株主の立場として地域交通の利便性を高めていく手法も
ある。平成20年より、リスク分散、政策的な観点から、保
有する現金の一部を運用することを提言してきたが、財政
部局の見解を尋ねる。

答

現金は政策的に
使われるべき

行財政・一般

　平成20年度には１億円の国債を購入し、５年
間の運用を行っている。令和５年度には長崎県

の地方債証券を５億円分購入し、10年間の運用を
行っているところである。県内他市の有価証券保有
率は平均で基金の２割程度を国債証券や地方債証券
といった有価証券で運用されており、本市の基金に当
てはめると約50億円になる。運用可能な額について
は、今後の大型建設事業の建設時期な
どによって大きく変わるため、財政状況
を見ながら資金不足を起こさないように
運用を図っていきたい。

　マイナンバーカードを持たない方には、メー
ルアドレスを用いたビジターＩＤを発行するよう

にしており、情報の閲覧など、サービスの一部の利用
が可能である。また、子育て相談予約などは、電話で
も可能であり、紙の母子手帳もこれまでどおり発行す
る。これからの人口減少社会に立ち向かう中で、将来
にわたって行政サービスを維持するためには、デジタ
ル化に積極的に取り組んでいく必要があるため、デ
ジタルが不得意な方にも丁寧にサポー
トしながら、大村未来都市構想に基づ
き、引き続き、さまざまなＤＸを進めて
いく。

　３月開始の本事業は「誰一人取り残さない」ためと言う
が、マイナンバーカード保有者しかサービスが受けられず
公平性に大いに欠ける。また高齢者等のデジタル弱者と
言われる方々を「取り残し」て、市民への情報格差とサー
ビス格差を生み出すものではないか。行政施策として格
差を拡大する事業は問題と考えるが見解を問う。

しあわせ循環コミュニティ
事業の問題点は？

光山 千絵 議員村崎 浩史 議員

村崎 浩史 議員
13日（木）10時
　　　●本会議（議案審議・委員会付託）
　　　●一般会計予算決算委員会全体会（付託案件分担協議）

17日（月）～21日（金）10時
　　　●本会議（市政一般質問）

24日（月）・25日（火）10時
　　　●委員会（付託案件審査）
　　　●一般会計予算決算委員会分科会（分担事項審査）

26日（水）13時
　　　●委員会（付託案件審査）
　　　●一般会計予算決算委員会分科会（分担事項意見集約）

１日（月）10時
　　　●一般会計予算決算委員会全体会（分担事項審査報告・
　　　　付託案件採決）

３日（水）10時
　　　●本会議（議案審議・委員会審査報告・採決）
※定例会の予定（日時等）は変更となる場合があります。
　６月10日（月）の議会運営委員会で決定します。

６月 JUNE

7月 JULY



市政一般質問や定例会の内容など、
もっと詳しく知りたい方は
大村市議会のホームページをご覧ください。

編集・発行大村市議会
大村市玖島1丁目25番地
TEL.0957-52-3828大村市議会 検索

　ここ数年、世界中を悩ませたコロナ禍が一段落し、市民の皆さまの生活もようやく元に戻り始めたのではないでしょうか。われ
われ議員もやっと視察や研修に自由に赴けるようになり、やりがいを感じながら、また皆さまの負託に応える責任の重さを感じな
がら、日々の政治活動にいそしんでいるところです。
　さて、世界はデジタル社会に突入し、あらゆる分野でデジタル化が図られていますが、同時にいかに情報を広く正確に伝える
かが求められています。現在、本市議会は、議会活性化特別委員会を設け、議会DX（デジタルトランスフォーメーション）導入に取
り組んでいます。皆さまにとって、もっともっと身近に感じられる議会、開かれた議会となるよう精進してまいります。（高濵 広司）

可読性の良い書体
を使用しています。

環境に配慮した植物油
インキを使用しています。

市内団体との市民と議会のつどい「語ってみゅーか」を開催！

市 議 会 だ よ り 編 集 後 記

表紙の写真は、裏見の滝自然花苑のシャクナゲです。

３月定例会……P2　予算審査･･…･P4　賛否が分かれた議案……P6
1月臨時会……P7　市政一般質問……P8　大村市議会NEWS……P20
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今回の定例会は

9月

12月 6月

3月

◉市政一般質問▶２１名の議員が登壇し、ライドシェアやしあわせ循環コミュニティ事業
　　　　　　　　 などについて議論
◉市政一般質問▶２１名の議員が登壇し、ライドシェアやしあわせ循環コミュニティ事業
　　　　　　　　 などについて議論

広報委員会 この広報紙は

　総務委員会が令和６年２月１３日に大村市交通安全
協会、厚生文教委員会が令和６年２月２日に大村市老人
クラブ連合会、経済建設委員会が令和６年２月２日に県
央農協中部地区青年部と、市民と議会のつどいを開催
しました。
　各団体との活発な意見交換を行い、多くのご意見・
ご要望を頂きました。頂いたご意見等は、今後の議会
活動の参考とさせていただきます。

● 委員長   水上  享     ● 副委員長  田中 秀和
● 委　員   久保 和幸　光山 千絵　高濵 広司　中村 仁飛　田中 博文
　　　　山口 弘宣　村上 秀明　　

　 　
　

総務委員会

厚生文教委員会経済建設委員会


